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第１章 国土強靭化の基本的な考え方 

 

第１節 計画の基本事項 

 

１ 計画策定の趣旨 

  近年、地球規模の異常気象により、大規模な水害や土砂災害の発生が懸念される

状況となってきている。 

このような状況の中、国は、あらゆる「大規模自然災害」に対して、｢致命的な被

害を負わない強さ｣と｢速やかに回復するしなやかさ｣を持った「国土強靱化」を実現

するため平成２６年６月に基本計画を策定した。その後、策定から約５年が経過した

ことから、平成３０年１２月に、平成２８年熊本地震等の災害から得られた知見、社

会情勢の変化等を踏まえ「国土強靱化基本計画」の見直しを行った。 

つるぎ町においても、平成３０年７月豪雨等の新たに発生した災害から得られた知

見を反映するとともに、令和元年５月３１日の「中央防災会議」において、「防災基

本計画」や「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」に、「臨時情報を活用した防災

対応」が明確に位置づけられた等の、防災対応における国の計画等の見直しを踏まえ

た脆弱性の評価を行うこととし、県と一体となって大規模自然災害を迎え撃つ「強靱

なつるぎ町」をつくりあげ、住民生活や地域社会、産業、伝統・文化などを守るため

「つるぎ町国土強靭化地域計画」を策定する。 
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２ 計画の位置付け 

「つるぎ町国土強靭化地域計画」は、「強くしなやかな国民生活の実現を図るため

の防災・減災等に資する国土強靭化基本法（以下「基本法」という。）」第 13 条に基

づく国土強靭化地域計画である。本町の行政運営の指針となるつるぎ町総合振興計画

との整合・調和を図りながら、分野別・個別計画の国土強靭化に関する施策の指針と

なるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

３ 計画の期間 

計画の推進期間は、令和５年度を目標年次とする。その後は、概ね５年ごとに計

画の見直しを行うものとする。ただし、それ以前においても、施策の進捗や社会経

済情勢の変化等を踏まえて、必要に応じ見直しを行うものとする。 
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第２節 国土強靭化に向けた基本目標 

 

１ 基本目標 

つるぎ町国土強靭化地域計画の基本目標は、国の基本計画や徳島県国土強靭化地域

計画を踏まえ、以下のように設定する。 

 

いかなる大規模自然災害等が発生しようとも 

① 人命の保護が最大限図られる 

② 本町及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される 

③ 住民の財産及び公共施設の被害の最小化が図られる 

④ 迅速な復旧・復興を可能にする 

 

２ 事前に備えるべき目標 

国土強靭化に向けた基本目標の実現に向け、事前に備えるべき目標として、以下の

８つを設定する。 

なお、本町の強靭化に関しては、まちの活性化や地方創生につなげていくことを一

つの重要な視点として捉える。 

 

Ⅰ 大規模災害等が発生したときでも、すべての人命を守る 

Ⅱ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活

環境を確実に確保する 

Ⅲ 必要不可欠な行政機能は確保する 

Ⅳ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

Ⅴ 経済活動を機能不全に陥らせない 

Ⅵ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留め

るとともに、早期に復旧させる 

Ⅶ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

Ⅷ 社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件を整備する 
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第２章 対象とする災害 

 

第１節 つるぎ町の概要 

 

１ 自然的特性 

 本町は徳島県の西部地域、東経１３４度４分、北緯３４度２分に位置し、美馬市・

三好市・東みよし町に接している。町の面積は、１９４．８０ｋ㎡あるがそのうち山

林が８３％を占め、南北に流れる貞光川と半田川、北部を西から東に流れる吉野川に

よって形成された狭小な平野部に人口の６割が集中している。 

この平野部から標高１，９５５ｍの剣山まで一気に駆け上る急峻な地形のため、瀬戸

内気候（温暖乾燥）と呼ばれる温暖な気候から、山岳気候（冷涼湿潤）の東北地方や

北海道南部と同じような気候が存在し、多様で豊かな植生を持つ自然豊かな土地とな

っている。 

 

２ 地質  

 本町の地質は、三波川帯に属しており緑色片岩、石英片岩、黒色片岩、砂岩片岩等

よりなる。三波川帯には地すべり地が多く、本町においても地すべり地が密集してい

る。また、吉野川を隔てて中央構造線が走っており、吉野川北岸に沿ってその露頭が

みられる。 

 

３ 気象 

標高が海抜４８．３ｍ（小山北）から、１，８４８．５ｍ（矢筈山）と高低差が著

しいため、条件も異なるが、年間平均気温１５．２ﾟＣ（穴吹気象観測所）、年間降雨

量１，６７２㎜（半田気象観測所）と比較的温暖多雨であり、６月下旬から１０月に

は台風、集中豪雨等により、大きな被害を受けることもある。また、平成２６年１２

月には、大雪により山間部を中心に孤立集落の発生など大きな被害を受けた。 

   

４ 人口 

本町の人口は、昭和３５年（１９６０年）の国勢調査では、２９，２７５人を数えて

いたが、以降は人口減少が続いている。町村合併があった平成１７年（２００５年）に

は、人口は１１，７２２人まで減少し、令和２年（２０２０年）の国勢調査では７，７

１５人となっている。 
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第２節 つるぎ町における主要な災害リスク 

 

１ 災害の歴史 

（１）南海トラフ地震 

徳島県は、有史以来幾度となく南海トラフを震源とする地震・津波により甚大な

被害を受けており、江戸時代以降も、４度の地震･津波に襲われている（下図参照）。

南海トラフ地震は、１００年～１５０年間隔の周期で繰り返し発生しており、また、

東海地震及び東南海地震と同時もしくは少しの間隔を開けて発生している。 

平成３１年１月１日現在の今後３０年以内に南海トラフ地震が発生する確率は、

地震調査研究推進本部によると７０～８０％となっている。 
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（２）大規模な水害 

本町には、一級河川の吉野川が流れており、これらの支派川がある。また、台風の

常襲地帯であることから、これらの河川は幾度となく大規模な氾濫を繰り返し、大

きな被害を与えてきた。 

特に吉野川は、「四国三郎」とも呼ばれ、我が国の３大暴れ川の一つであり、かつ

ては、毎年のように氾濫し、流域の人々を苦しめてきた。 

 

（３）土砂災害 

徳島県は、急峻な地形や脆弱な地質に加えて、台風常襲地帯であることから、大

規模な土砂災害にたびたび見舞われ大きな被害を受けている。本町は他市町村と比

較すると、それほど大きな土砂災害に見舞われていないが、近年の地球規模の異常

気象により、いつ大規模土砂災害が発生してもおかしくない状況となってきている。 

 

（４）雪害 

本県は、冬期についても比較的温暖であり年間降雪量も少ないが、近年の異常気

象により、豪雪による災害が発生する可能性が高まっている。平成２６年１２月に、

県西部の山間部を中心に降った雪は、広範囲にわたって沿道の木々を倒したため、

道路の通行止めや電気、電話の途絶を引き起こし、長期にわたり多くの集落が孤立

したところであり、改めて、豪雪災害に対する備えの必要性が認識された。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H16 台風による水害 H26 大雪による道路閉塞 H26大雪による集落の孤立
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以下に昭和９年以降徳島県における主な災害の一覧表を示す。 
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２ 対象とする自然災害（想定するリスク） 

 対象とする自然災害に関しては、本町の概要、災害の歴史や 

（１）南海トラフ地震今後３０年以内にＭ８～９クラスの発生確率が７０～８０％とな

っていること。 

（２）中央構造線活断層帯等の活断層を震源とする直下型地震も懸念されること。 

（３）平成３０年に発生した７月豪雨や台風２１号など、近年の台風は大型化し、集中

豪雨が激化していること。 

（４）平成２６年１２月の豪雪により、県西部の広い範囲で６日間にわたり孤立集落が

発生したこと。 

（５）これらの災害が同時又は連続して発生する複合災害の発生が懸念されること。 

 

などから、次のように決定する。 

   主な大規模自然災害 想定する規模等 

南海トラフ地震 

 

 

 

 

 

・南海トラフ地震については、内閣府「南海トラフの巨大地震

検討会」が公表した「想定震源断層域」に基づき、地震はＭ９.

０とする。 

・南海トラフの東側の領域でＭ８.０の地震が発生し、７日以内

に後発地震発生の可能性が相対的に高まった場合を想定（臨時

情報の発表）。 

中央構造線・活断層地震等 

(直下型地震等) 

 中央構造線断層帯で想定される最大クラスの地震（Ｍ７.７）

とする。 

台風・梅雨

前線 

豪雨・豪雪

 等 

 

 

 

 

大規模風水害 

 

 

 想定しうる最大規模の降雨等による風水害を想定。例えば、

連続雨量が１，０００ミリを超える大雨や１００ミリの雨量が

数時間継続する大雨による堤防の決壊等。 

大規模土砂災害 

 

  人的被害の発生する深層崩壊等を想定。これにより形成され

た天然ダムによる湛水及び決壊も想定。 

豪雪災害 

 

 

 短期間での除雪が困難となる、または、着雪により大量の倒

木が発生し、道路の通行止めや電気・電話等が途絶する事態が

広域で発生する豪雪を想定。 

 

複合災害 

 

  台風が連続して襲来する場合や南海トラフ地震により被災し

た施設の復旧が進まず、その後の異常気象で繰り返し大規模な

災害が発生すること等を想定。 
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第３章 脆弱性評価 

 

第１節 脆弱性評価の手順 

 

脆弱性評価は、国が示した評価手法を参考に、以下の手順で実施した。 

 

Ⅰ ８つの事前に備えるべき目標の妨げとなる「起きてはならない最悪の事態」を設定 

 

Ⅱ 「起きてはならない最悪の事態」を回避するために必要な施策分野として、基本計

画の施策分野を参考に５つの個別施策分野と５つの横断的分野を設定 

 

（１）個別施策分野 

   ①行政施策分野 

   ②住環境分野 

   ③保健医療・福祉分野 

   ④産業分野 

   ⑤国土保全・交通分野 

 

（２）横断的施策分野 

   ①リスクコミュニケーション分野 

   ②人材育成分野 

   ③官民連携分野 

   ④長寿命化対策分野 

   ⑤過疎対策分野 

 

Ⅲ 起きてはならない最悪の事態を縦軸に、施策分野を横軸に配置した「マトリクス表」

を作成し、最悪の事態の回避に寄与する既存の事業を整理 

 

Ⅳ 「マトリクス表」を用いて、最悪の事態を回避するための課題及び必要な取組を分

析 

 

第２節 脆弱性評価の結果概要 

 

１ 起きてはならない最悪の事態の設定 

事前に備えるべき目標の妨げとなる「起きてはならない最悪の事態」を以下のよう

に設定した。 
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1-1
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の
死傷者の発生

1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生

1-4 大規模な土砂災害（深層崩壊）や大雪等による多数の死傷者の発生

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

2-3 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱

2-5
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の
途絶による医療機能の麻痺

2-6 被災地における感染症等の大規模発生

2-7
劣悪な避難生活環境・トイレ環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・
災害関連死の発生

3-1 警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱

3-2 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下や災害対応への習熟度不足による初動対応の遅れ

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

4-3
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、臨時情報等の収集・伝達ができず、
避難行動や救助・支援が遅れる事態

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下

5-2 エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影響

5-3 金融サービス・郵便等の機能停止による住民生活・商取引等への甚大な影響

5-4 食料等の安定供給の停滞

5-5 農業用水の供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響

6-1
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LP ガスサプライチェーン等の長期にわたる機能の停
止

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止

6-3 汚水処理施設の長期にわたる機能停止

6-4 陸海空の交通インフラの長期間にわたる機能停止

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全

7-1 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

7-2 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞等による交通麻痺

7-3 ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出による多数の死傷者の発生

7-4 有害物質の大規模拡散・流出による県土の荒廃

7-5 農地・森林等の被害による県土の荒廃

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

8-2
地域コミュニティの崩壊、復興を支える人材等の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興で
きなくなる事態

8-3 貴重な文化財や環境的資産の喪失、有形・無形の文化の衰退・損失

8-4 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態

8-6 速やかな復興に資する業務継続計画等の欠如による地域経済への甚大な影響

8
社会・経済が迅速かつ従
前より強靱な姿で復興で
きる条件を整備する

3
必要不可欠な行政機能
は確保する

4
必要不可欠な情報通信
機能・情報サービスは確
保する

5
経済活動を機能不全に
陥らせない

事前に備えるべき目標 プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

1
大規模自然災害が発生し
たときでも、すべての人命
を守る

2

救助・救急、医療活動等
が迅速に行われるととも
に、被災者等の健康・避
難生活環境を確実に確
保する

6

ライフライン、燃料供給関
連施設、交通ネットワーク
等の被害を最小限に留
めるとともに、早期に復旧
させる

制御不能な複合災害・二
次災害を発生させない

7
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２ 施策分野の設定 

「起きてはならない最悪の事態」を回避するために必要な施策分野として、基本計

画の施策分野を参考に５つの個別施策分野と５つの横断的分野を設定した。 

 

（１）個別施策分野 

   ①行政施策分野 

     行政機能 警察・消防等 

   ②住環境分野 

     住宅・都市 環境 

   ③保健医療・福祉分野 

     保健医療・福祉 

   ④産業分野 

     エネルギー 金融 情報通信 産業構造 農林水産 

   ⑤国土保全・交通分野 

     交通・物流 国土保全 土地利用 

 

（２）横断的施策分野 

   ①リスクコミュニケーション分野 

     様々なリスクコミュニケーション施策 

   ②人材育成分野 

     民間の人材確保・育成等 

   ③官民連携分野 

     さまざまな官民連携施策 

   ④長寿命化対策分野 

     公共土木施設等の老朽化対策等 

   ⑤過疎対策分野 

     サテライトオフィスの誘致等 

 

３ マトリクス表による既存事業の整理 

「起きてはならない最悪の事態」を縦軸に、個別施策分野を横軸に配置した「マト

リクス表」を作成し、最悪の事態の回避に寄与する既存の施策・事業の整理を行った。 

   

４ 脆弱性評価の結果 

 マトリクス表に整理した既存の施策・事業を踏まえながら、「どのようなことが起ころ

うとも、最悪の事態に陥ることはないか」という観点から、不足している施策を確認し、

課題を抽出する脆弱性評価を行った。 

横断的分野については、個別施策分野で検討した整理結果を基に抽出し、第４章で一
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括して脆弱性評価と対応方策の整理を行った。 

 

 

 

以下に、起きてはならない最悪の事態ごとの脆弱性評価結果を示す。 

  



17 

起きてはならない最悪の事態ごとの脆弱性評価の結果 

事前に備えるべ

き目標 
プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
脆弱性評価の結果及び課題 

大規模自然災害

が発生したとき

でも、すべての人

命を守る 

1-1 住宅・建物・交通施設等の

複合的・大規模倒壊や不特

定多数が集まる施設の倒

壊による多数の死傷者の

発生 

・防災上重要な施設における耐震化等

の更なる推進を図ることが必要。 
・人的被害の軽減に向け、住宅の耐震化

等を進めることが最重要課題。 
・耐震化等に向け、住民への更なる周知

や耐震化等に取組むための動機づけを

進めることが必要。 
・町営住宅の倒壊、損傷による被害の回

避の観点から、施設の長寿命化を推進す

ることが必要。 
・過酷な災害現場での救助活動能力を

高めるため、消防等の体制や装備資機材

の更なる充実強化を図ることが必要。 
・地域の防災リーダーとなる防災士の

養成や自主防災組織等の活動促進が必

要。 
・被災を最小限に食い止めるため、各住

民が、平時から避難場所・避難路・避難

方法・家族との連絡方法等を確認してお

くことが必要。 
・町内を訪れる外国人が増加するなか、

災害に不慣れな外国人に対しての対策

が必要。 
1-2 密集市街地や不特定多数

が集まる施設における大

規模火災による多数の死

傷者の発生 

・火災を発生させないという前提のも

と、発生した際の速やかな初期消火の体

制づくりや消防力の強化が必要。 
・火災の発生延焼を防止するため、住宅

用火災報知器、消火器、感震ブレーカー

等の設置を促進することが必要。 
・住民一人ひとりの心がけを高め、未然

防止を図ることが必要。 
・地域の消防活動を担う消防団の団員

確保が必要。 
・住宅の密集した地域における対策が
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必要。 
1-3 突発的又は広域かつ長期

的な市街地等の浸水によ

る多数の死傷者の発生 

・関係機関と連携のもと、河川改修や浚

渫、維持管理に取組むことが必要。 
・浸水想定区域等の周知を図るなど、住

民の防災意識の更なる向上を図ること

が必要。 
・被害想定の変更等があった場合、ハザ

ードマップを改定することが必要。 
1-4 大規模な土砂災害（深層崩

壊）や大雪等による多数の

死傷者の発生 

・災害の発生抑制に向けた施設整備や、

住民に対しての危険箇所の周知啓発等

の取り組みが必要。 
・林業振興施策の推進を図り、森林の適

正管理に努めることが必要。 
・大雪などに伴う倒木による孤立が発

生した場合でも、情報収集伝達がおこな

えるように、通信手段の確保が必要。 
・被害想定の変更等があった場合、ハザ

ードマップを改定することが必要。（再

掲） 
事前に備えるべ

き目標 
プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
脆弱性評価の結果及び課題 

救助・救急、医療

活動等が迅速に

行われるととも

に、被災者等の健

康・避難生活環境

を確実に確保す

る 

2-1 被災地での食料・飲料水・

電力・燃料等、生命に関わ

る物資・エネルギー供給の

停止 

・適切な役割分担のもとで、食料・飲料

水等の確保を図ることが必要。 
・被害想定に対応する備蓄方針に基づ

いた食料備蓄等を継続することが必要。 
・道路網の強化や災害発生時の道路啓

開、緊急輸送体制の構築に取組むことが

必要。 
2-2 多数かつ長期にわたる孤

立地域等の同時発生 
・孤立が想定される集落の想定や緊急

時のアクセス手段の確保が必要。 
・孤立集落の発生を防止するため、道路

整備を進めるとともに、橋梁の耐震化等

や無電柱化、斜面対策及び重要な交通施

設を守るための治水・治山、砂防、地す

べり等対策を着実に推進することが必

要。 
・道路寸断による孤立化に備え、ヘリポ
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ートの整備や通信手段の確保、避難所の

機能強化が必要。 
2-3 自衛隊、警察、消防等の被

災等による救助・救急活動

等の絶対的不足 

・自衛隊・警察・消防等が被災すること

を想定した対策が必要である。 
・地域の救助・救急活動の担い手となる

消防団や自主防災組織等の育成支援に

努めることが必要。 
・道路網の強化や災害発生時の道路啓

開、緊急搬送体制の構築に取組むことが

必要。（再掲） 
2-4 想定を超える大量の帰宅

困難者の発生、混乱 
・大量の帰宅困難者を受け入れること

ができる一時滞在施設の確保が必要。 
・「道の駅」の防災拠点化を推進するこ

とが必要。 
・帰宅困難者を発生させないよう、道路

改良対策等を強化し、必要な交通を確保

することが必要。 
2-5 医療施設及び関係者の絶

対的不足・被災、支援ルー

トの途絶、エネルギー供給

の途絶による医療機能の

麻痺 

・医療施設の災害発生時の体制強化、人

材の確保に努めることが必要。 
・道路網の強化や災害発生時の道路啓

開、緊急搬送体制の構築に取組むことが

必要。（再掲） 
2-6 被災地における感染症等

の大規模発生 
・災害発生後の被災者の健康支援に取

組むことが必要。 
・下水道施設等の耐震化等や合併処理

浄化槽の設置促進など、衛生関連設備の

防災力強化の取り組みが必要。 
2-7 劣悪な避難生活環境・トイ

レ環境、不十分な健康管理

による多数の被災者の健

康状態の悪化・災害関連死

の発生 

・避難所の円滑な開設・運営体制の構築

を図るため、装備資機材を充実させる必

要がある。 
・避難所におけるトイレの衛生環境を

改善し、ノロウイルスなどの感染症の蔓

延を防ぐとともに、トイレの衛生環境に

起因する災害関連死を防ぐことが必要。 
・災害弱者となる可能性の高い者に対

し、平時からの健康管理を支援するとと

もに、防災意識向上を図るため、各種啓
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発活動に努めることが必要。 
・福祉避難所の確保をより一層推進す

ることが必要。 
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事前に備えるべ

き目標 
プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
脆弱性評価の結果及び課題 

必要不可欠な行

政機能は確保す

る 

3-1 警察機能の大幅な低下に

よる治安の悪化、社会の混

乱 

・警察や町、関係機関との情報共有体制

の構築に取組むことが必要。 
・災害発生時の治安悪化に関して、住民

一人ひとりの認識を高めていくことが

必要。 
3-2 行政機関の職員・施設等の

被災による機能の大幅な

低下や災害対応への習熟

度不足による初動対応の

遅れ 

・庁舎の耐震化等、電力の確保、情報通

信システムの確保、代替不能機器等の保

全、物資の備蓄、代替庁舎の確保等を推

進することが必要。 
・自治体の業務システムのクラウド化

や発災直前の各種住民データを町外に

保管するなど、住民データの遺失を防ぐ

とともに、自治体機能の早期復旧を図る

ための対策を講じることが必要。 
・行政機能が大幅に低下する事態を想

定しておくことが必要。 
・災害時相互応援協定を締結している

市町村からの支援の受入体制を検討し

ておくことが必要。 
・災害対策本部の初動体制の充実強化、

ＢＣＰ（業務継続計画）の継続的な見直

しや訓練などを実施し、職員の災害対応

力を向上させることが必要。 
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事前に備えるべ

き目標 
プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
脆弱性評価の結果及び課題 

必要不可欠な情

報通信機能・情報

サービスは確保

する 

4-1 防災・災害対応に必要な通

信インフラの麻痺・機能停

止 

・災害情報について、多様な情報伝達手

段を活用して、迅速に伝達・周知するこ

とが必要。 
・情報通信網の耐災害性の向上や情報

伝達手段の多重化に取組むことが必要。 
・通信事業者等の回線が停止した場合

にも被災状況の確認や復旧活動等に支

障を及ぼさないよう、衛星携帯電話の配

備等による代替性の確保を図ることが

必要。 
・大雪などに伴う倒木による孤立が発

生した場合でも、情報収集伝達がおこな

えるように、通信手段の確保が必要。（再

掲） 
4-2 テレビ・ラジオ放送の中断

等により災害情報が必要

な者に伝達できない事態 

・災害時に電力供給が停止した場合に

備え、非常用電源設備の整備や燃料の備

蓄に努めることが必要。（再掲） 
・ＢＣＰや災害対応マニュアルを策定

し、関係機関と連携した訓練等により、

大規模災害時においても、テレビ・ラジ

オ放送が中断することがないよう対策

を講じておく必要がある。 
4-3 災害時に活用する情報サ

ービスが機能停止し、臨時

情報や警報等の収集・伝達

ができず、避難行動や救

助・支援が遅れる事態 

・Ｊ－ＡＬＥＲＴの整備、エリアメール

の活用など情報伝達方法の強化が図ら

れたところであるが、防災行政無線のデ

ジタル化などさらなる取り組みが必要。 
・防災訓練の実施等により、臨時情報発

表時における防災対応の体制整備・連携

体制の強化、臨時情報に関する住民理解

の促進を図ることが必要。 
・ハザードマップの内容をより充実さ

せるべく適時改定していくとともに、積

極的に啓発していくことが必要。 
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事前に備えるべ

き目標 
プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
脆弱性評価の結果及び課題 

経済活動を機能

不全に陥らせな

い 

5-1 サプライチェーンの寸断

等による企業の生産力低

下による競争力の低下 

・事業所の耐震化等やＢＣＰの策定、Ｂ

ＣＰに基づく訓練の実施を促すことが

必要。 
5-2 エネルギー供給の停止に

よる、社会経済活動・サプ

ライチェーンの維持への

甚大な影響 

・供給事業者との連携のもと、安定して

エネルギーを確保する体制の構築が必

要。 
・災害対応給油所の確保が必要。 

5-3 金融サービス・郵便等の機

能停止による住民生活・商

取引等への甚大な影響 

・金融機関等の耐災害性の向上やシス

テムのバックアップ、災害時の情報通信

機能・電源等の確保やＢＣＰの実効性向

上等の取り組みを、より一層促進するこ

とが必要。 
5-4 食料等の安定供給の停滞 ・事業所の耐震化等やＢＣＰの策定、Ｂ

ＣＰに基づく訓練の実施を促すことが

必要。（再掲） 
・農業施設の耐震化等が必要。 
・農林水産業に係る生活基盤等の災害

対応力強化に向け、ハード・ソフト対策

の適切な推進を図っていくことが必要。 
・災害時の生活必需品や復旧資材等、消

費生活に関する情報提供や相談体制の

充実を図るとともに、平時から物資の備

蓄や食料備蓄等を継続することが必要。 
・民間物流施設の活用、協定の締結、Ｂ

ＣＰの策定等により、自治体、国、民間

事業者等が連携した物資調達・供給体制

を構築し、迅速かつ効率的な対応に向け

て実効性を高めていくことが必要。 
・農林水産業者の生産活動継続を支援

するとともに、農林水産業の振興により

生産力を高めておくことが必要。 
5-5 農業用水の供給途絶に伴

う、生産活動への甚大な影

響 

・基幹的な農業水利施設のデータベー

ス化が必要。 
・基幹的な農業水利施設の耐震・老朽化
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診断を実施し、改修が必要な施設の計画

的な耐震化・老朽化対策を推進すること

が必要。 
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事前に備えるべ

き目標 
プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
脆弱性評価の結果及び課題 

ライフライン、燃

料供給関連施設、

交通ネットワー

ク等の被害を最

小限に留めると

ともに、早期に復

旧させる 

6-1 電力供給ネットワーク（発

変電所、送配電設備）や石

油・LPガスサプライチェー

ン等の長期にわたる機能

の停止 

・供給事業者との連携のもと、安定して

エネルギーを確保する体制の構築が必

要。（再掲） 
・災害対応給油所の確保が必要。（再掲） 
・自家発電設備の導入に加え、ＬＰガス

の活用など、災害時におけるエネルギー

供給の多様化が必要。 
6-2 上水道等の長期間にわた

る供給停止 
・水道施設の耐震化等や老朽化対策を

推進することが必要。 
・災害時の応急給水、復旧活動の体制強

化に取り組むことが必要。（再掲） 
・水道施設の耐震化等・老朽化対策を推

進することが必要。 
・応急給水の体制強化に取組むことが

必要。 
6-3 汚水処理施設等の長期間

にわたる機能停止 
・合併処理浄化槽の普及を促進するこ

とが必要。 
・下水道施設等やし尿処理施設の耐震

化等による被災の防止や早期復旧の体

制整備に努めることが必要。 
6-4 交通インフラの長期間に

わたる機能停止 
・道路網の強化や災害発生時の道路啓

開、緊急搬送体制の構築に取組むことが

必要。（再掲） 
・災害発生時における公共交通の機能

維持に向けた備えが必要。 
・孤立集落の発生を防止するため、道路

整備を進めるとともに、橋梁の耐震化等

や無電柱化、斜面対策及び重要な交通施

設を守るための治水・治山、砂防、地す

べり等対策を着実に推進することが必

要。（再掲） 
6-5 防災インフラの長期間に

わたる機能不全 
・孤立集落の発生を防止するため、道路

整備を進めるとともに、橋梁の耐震化等

や無電柱化、斜面対策及び重要な交通施

設を守るための治水・治山、砂防、地す
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べり等対策を着実に推進することが必

要。（再掲） 
・砂防・治山・地すべり対策・急傾斜地

崩壊対策事業等のハード対策を推進し、

地震等による土砂災害の発生、被害を最

小限に押さえることが必要。 
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事前に備えるべ

き目標 
プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
脆弱性評価の結果及び課題 

制御不能な複合

災害・二次災害を

発生させない 

7-1 地震に伴う市街地の大規

模火災の発生による多数

の死傷者の発生 

・消防団や自主防災組織等の充実強化

による防災力の向上を図ることが必要。 
・密集市街地における住環境改善、防災

性の向上等を図る必要がある。 
・火災の発生延焼を防止するため、住宅

用火災報知器、消火器、感震ブレーカー

等の設置を促進することが必要（再掲） 
7-2 沿線・沿道の建物倒壊に伴

う閉塞等による交通麻痺 
・防災上重要な施設における耐震化等

の更なる推進を図ることが必要。（再掲） 
・人的被害の軽減に向け、住宅の耐震化

等を進めることが最重要課題。（再掲） 
・耐震化等に向け、住民への更なる周知

や耐震化等に取組むための動機づけを

進めることが必要。（再掲） 
・沿線・沿道の建物倒壊による被害の回

避や、避難路確保の観点から、関係機関

と連携した取組を推進することが必要。 
7-3 ため池、防災インフラ、天

然ダム等の損壊・機能不全

や堆積した土砂の流出に

よる多数の死傷者の発生 

・関係機関と連携し、適切な点検の実施

や対策に取組むことが必要。 
・砂防・治山・地すべり対策・急傾斜地

崩壊対策事業等のハード対策を推進し、

地震等による土砂災害の発生、被害を最

小限に押さえることが必要。（再掲） 
・深層崩壊や地すべりにより天然ダム

等が形成されると、湛水や天然ダムの決

壊による二次災害の発生のおそれがあ

ることから、住民へ迅速に避難情報が出

せるよう体制づくりを行うことが必要。 
7-4 有害物質の大規模拡散・流

出による国土の荒廃 
・化学物質や毒物・劇物を保有する企業

は、その大規模拡散や流出を防止するた

め、必要な資機材の整備、訓練等を実施

することが必要。 
7-5 農地・森林等の被害による

国土の荒廃 
・林業振興施策の推進を図り、森林の適

正管理に努めることが必要。（再掲） 
・農地の適正管理に努めることが必要。 
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・基幹的な農業水利施設の耐震・老朽化

診断を実施し、耐震改修が必要な施設の

計画的な耐震化等・老朽化対策を推進す

ることが必要。（再掲） 
・鳥獣害対策を適切に実施し、自然と共

生した多様な森林づくりが図られるよ

う対応することが必要。 
・地域コミュニティによる農地･農業水

利施設等の地域資源の保全活動の取組

を推進し、防災力を強化することが必

要。 
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事前に備えるべ

き目標 
プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
脆弱性評価の結果及び課題 

社会・経済が迅速

かつ従前より強

靱な姿で復興で

きる条件を整備

する 

8-1 大量に発生する災害廃棄

物の処理の停滞により復

興が大幅に遅れる事態 

・関係機関との連携のもと、災害廃棄物

の適正処理に向けた体制強化を図るこ

とが必要。 
・大量に発生する災害廃棄物を一時的

に集積するため、仮置場候補地の選定を

促進することが必要。 
・災害廃棄物の減量化・適正処理に資す

るため、平常時からごみの分別を徹底す

る取組が必要。 
・ごみ処理施設の耐災害性を強化する

ことが必要。 
8-2 地域コミュニティの崩壊、

復興を支える人材等の不

足、より良い復興に向けた

ビジョンの欠如等により

復興できなくなる事態 

・震災からの復旧及び復興を迅速かつ

円滑に推進するため、事前復興の取組み

を推進することが必要。 
・地域の災害リスクや産業構造の将来

像等を踏まえた復興ビジョンを平時か

ら検討し、復興まちづくり計画を策定す

ることが必要。 
・災害対応力強化のため、消防団の団員

確保促進・資機材の充実強化、自主防災

組織等の充実・強化・人材育成・装備資

機材等の充実強化、防災士の養成、防災

訓練の実施等を推進することが必要。 

8-3 貴重な文化財や環境的資

産の喪失、有形・無形の文

化の衰退・損失 

・文化財の被害に備え、それを修復する

技術の伝承が必要。 
・文化財の喪失を防ぐため、平時から住

民の文化財保護意識を醸成することが

必要。 
8-4 基幹インフラの損壊によ

り復旧・復興が大幅に遅れ

る事態 

・緊急輸送道路や、それを補完する町

道、農林道等の交通施設の災害対応力を

強化するため、各施設の整備・耐震化等

や無電柱化を図るとともに、重要な交通

施設を守るための治水・治山、砂防、地

すべり等の対策を推進することが必要。 
・各インフラにおいて、長寿命化計画や



30 

ストックマネジメント計画等の策定を

推進することが必要。 
8-5 事業用地の確保、仮設住

宅・仮店舗・仮事業所等の

整備が進まず復興が大幅

に遅れる事態 

・震災からの復旧及び復興を迅速かつ

円滑に推進するため、事前復興の取組み

を推進することが必要。（再掲） 
・大規模災害発生後、速やかな復興が図

られるよう、災害廃棄物仮置場や仮設住

宅用地の確保、復興計画策定に必要とな

る基本的データの整備などハード・ソフ

ト面における事前復興（事前準備）を進

めておくことが必要。 
・大規模災害発生後、罹災証明発行の前

提となる住家被害認定調査をはじめ、早

期復興に資する各種調査が円滑に行え

るよう研修を実施し人材を育成するこ

とが必要。 
8-6 速やかな復興に資する業

務継続計画等の欠如によ

る地域経済への甚大な影

響 

・大規模災害の発生による被災状況を、

国や県へ情報発信し、応急対策期からの

受援体制を構築するとともに、復旧・復

興期に至るまで、切れ目なく広域支援を

受け入れる体制づくりが必要。 
・災害救助法や被災者生活再建支援法

など、被災者支援の仕組みについて、平

時から説明会等を通じて的確に周知し、

対応力向上を図ることが必要。 
・大規模災害からの被害軽減・早期復旧

を図るため、ＢＣＰの策定を推進すると

ともに、訓練などにより策定されたＢＣ

Ｐの実効性を向上させることが必要。 
・防災の万全を図り、速やかな復興に資

するため、地域防災計画については、修

正の必要があると認めたときは、速やか

に修正することが必要。 
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第４章 国土強靭化に向けた対応方策 

 

第１節 対応方策の体系 

 

 脆弱性評価の結果を踏まえ、起きてはならない最悪の事態に応じたつるぎ町の国土強

靭化に向けた対応方策の体系を以下のように整理する。 

 

事前に備えるべき目標① 

・大規模自然災害が発生したときでも、すべての人命を守る 

プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
対応方策 

1-1 住宅・建物・交通施設等の

複合的・大規模倒壊や不特

定多数が集まる施設の倒

壊による多数の死傷者の

発生 

①住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備 
②自助・共助の取組強化 
③建築物の倒壊等防止対策 
④防火・消火体制の整備 
⑤緊急輸送道路等の機能確保 
⑥臨時情報を活用した防災対応 1-2 密集市街地や不特定多数

が集まる施設における大

規模火災による多数の死

傷者の発生 
1-3 突発的又は広域かつ長期

的な市街地等の浸水によ

る多数の死傷者の発生 

①河川整備等の推進 
②避難対策の推進及び事前の防災力強化 

1-4 大規模な土砂災害（深層崩

壊）や大雪等による多数の

死傷者の発生 

①土砂災害対策及び森林整備の推進 
②土砂災害等に対する防災意識の啓発及び警戒避難体制

の整備 
③大雪等に伴う孤立化対策の推進 
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事前に備えるべき目標② 

・救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境

を確実に確保する 

プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
対応方策 

2-1 被災地での食料・飲料水・

電力・燃料等、生命に関わ

る物資・エネルギー供給の

停止 

①食料や水等の備蓄の推進 
②物資調達・供給体制の構築 
③救援物資等の受援体制の整備 
④水道施設の耐震化等 
⑤災害時要援護者等に対する物資供給体制の整備 
⑥孤立化防止のための情報収集・道路整備・土砂災害対策 
⑦ヘリコプターによる支援体制の整備 
⑧孤立化集落における電源や通信手段の確保対策 

2-2 多数かつ長期にわたる孤

立地域等の同時発生 

2-3 自衛隊、警察、消防等の被

災等による救助・救急活動

等の絶対的不足 

①消防等の施設の機能強化、資機材等の充実強化 
②消防団や自主防災組織の充実強化 
③防災拠点等の電力確保 
④関係機関の連携強化、訓練の実施 

2-4 想定を超える大量の帰宅

困難者の発生、混乱 
①帰宅困難者の受入体制等の確保 
②緊急輸送道路等の強化 

2-5 医療施設及び関係者の絶

対的不足・被災、支援ルー

トの途絶、エネルギー供給

の途絶による医療機能の

麻痺 

①災害医療体制の構築・災害医療対応力の強化 
②交通網の寸断に備えた支援体制の整備 
③感染症の発生・まん延防止 
④下水道施設等の対策による衛生面の悪化防止 
⑤避難環境の向上 
⑥要援護者支援の強化 2-6 被災地における感染症等

の大規模発生 
2-7 劣悪な避難生活環境・トイ

レ環境、不十分な健康管理

による多数の被災者の健

康状態の悪化・災害関連死

の発生 
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事前に備えるべき目標③ 

・必要不可欠な行政機能は確保する 

プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
対応方策 

3-1 警察機能の大幅な低下に

よる治安の悪化、社会の混

乱 

①庁舎等の耐震化等、防災拠点施設の機能強化 
②行政機関の業務継続計画の策定、広域連携等行政機能維

持体制の整備 
③情報システム等の機能強化、情報の遺失防止対策の推進 
④エネルギー供給体制等の整備・機能強化 

3-2 行政機関の職員・施設等の

被災による機能の大幅な

低下や災害対応への習熟

度不足による初動対応の

遅れ 
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事前に備えるべき目標④ 

・必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
対応方策 

4-1 防災・災害対応に必要な通

信インフラの麻痺・機能停

止 

①関係機関間の情報通信確保対策の推進 
②放送設備の電力確保対策の促進 
③放送継続が可能となる体制の整備 
④情報通信基盤の整備及び利活用の促進 
⑤情報伝達体制の強化 
⑥中山間地域における不感エリアの解消 
⑦臨時情報が発表された場合の情報伝達体制の確立 

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断

等により災害情報が必要

な者に伝達できない事態 
4-3 災害時に活用する情報サ

ービスが機能停止し、臨時

情報や警報等の収集・伝達

ができず、避難行動や救

助・支援が遅れる事態 
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事前に備えるべき目標⑤ 

・経済活動を機能不全に陥らせない 

プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
対応方策 

5-1 サプライチェーンの寸断

等による企業の生産力低

下による競争力の低下 

①ＢＣＰの取組等を促進 
②ライフライン事業者における対策 
③金融機関における建物等の耐災害性の向上、ＢＣＰ策定

等の促進 5-2 エネルギー供給の停止に

よる、社会経済活動・サプ

ライチェーンの維持への

甚大な影響 
5-3 金融サービス・郵便等の機

能停止による住民生活・商

取引等への甚大な影響 
 

5-4 食料等の安定供給の停滞 ①農林業生産基盤等の災害対応力強化 
②各種ＢＣＰの策定・見直しの促進 
③農業用水の耐震化等 
④食料や水等の備蓄の推進（再掲） 
⑤物資調達・供給体制の構築（再掲） 
⑥救援物資等の受援体制の整備（再掲） 
⑦農林水産業の生活基盤等の強化 

5-5 農業用水の供給途絶に伴

う、生産活動への甚大な影

響 
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事前に備えるべき目標⑥ 

・ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとと

もに、早期に復旧させる 

プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
対応方策 

6-1 電力供給ネットワーク（発

変電所、送配電設備）や石

油・LPガスサプライチェー

ン等の長期にわたる機能

の停止 

①電力等供給体制の整備 
②避難所等の電力確保 
③水道施設の耐震化等（再掲） 
④汚水処理施設の耐震化等 
⑤被害想定をもとにした防災・減災対策の促進 

6-2 上水道等の長期間にわた

る供給停止 
6-3 汚水処理施設等の長期間

にわたる機能停止 
6-4 交通インフラの長期間に

わたる機能停止 
①輸送ルートを確保する土砂災害対策 
②公共交通機関等の状況把握、復旧体制の整備 
③早期復旧に向けた取組の推進 
④防災インフラの土砂災害対策 

6-5 防災インフラの長期間に

わたる機能不全 
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事前に備えるべき目標⑦ 

・制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
対応方策 

7-1 地震に伴う市街地の大規

模火災の発生による多数

の死傷者の発生 

①防火・消火体制の整備（再掲） 
②住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備（再掲） 
③緊急輸送道路等の機能確保（再掲） 
④土砂災害対策の推進 
⑤有害物質等の拡散防止対策 
 

7-2 沿線・沿道の建物倒壊に伴

う閉塞等による交通麻痺 
7-3 ため池、防災インフラ、天

然ダム等の損壊・機能不全

や堆積した土砂の流出に

よる多数の死傷者の発生 
7-4 有害物質の大規模拡散・流

出による国土の荒廃 
7-5 農地・森林等の被害による

国土の荒廃 
①森林の適正管理と保全の推進 
②県産材の利用促進等 
③農地･農業水利施設等の保全 

  



39 

事前に備えるべき目標⑧ 

・社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

プログラムにより回避すべき起き

てはならない最悪の事態 
対応方策 

8-1 大量に発生する災害廃棄

物の処理の停滞により復

興が大幅に遅れる事態 

①災害廃棄物等の処理 
②公共施設等の老朽化対策の促進 
③貴重な文化財の保護 
④緊急輸送道路等の整備促進 8-3 貴重な文化財や環境的資

産の喪失、有形・無形の文

化の衰退・損失 
8-4 基幹インフラの損壊によ

り復旧・復興が大幅に遅れ

る事態 
8-5 事業用地の確保、仮設住

宅・仮店舗・仮事業所等の

整備が進まず復興が大幅

に遅れる事態 

①地籍調査の推進 
②被災した宅地・建物の調査を行える人材の確保 
③応急仮設住宅用地の確保 

8-2 地域コミュニティの崩壊、

復興を支える人材等の不

足、より良い復興に向けた

ビジョンの欠如等により

復興できなくなる事態 

①被災者生活再建支援制度の充実 
②事前復興計画の策定促進 
③地域防災計画の修正 
④地場産業を構成する事業者等のＢＣＰ策定の促進 
⑤建設産業の担い手確保・育成 

8-6 速やかな復興に資する業

務継続計画等の欠如によ

る地域経済への甚大な影

響 
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第２節 起きてはならない最悪の事態に応じた対応方策 

 

事前に備えるべき目標 

Ⅰ 大規模自然災害が発生したときでも、すべての人命を守る 

起きてはならない最悪の事態 

１－１ 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施

設の倒壊による多数の死傷者の発生 

１－２ 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数

の死傷者の発生 

対応方策 

①住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備 
○南海トラフ地震から住民の生命を守るため、住宅の耐震化等を最重要課題と

認識し、社会資本整備総合交付金事業（住宅・建築物安全ストック形成事業）

の活用を促しながら、住宅の耐震化等に努める。 

○住宅の耐震化等や家具の転倒防止、ブロック塀の転倒防止等の対策による被

害の抑制に向け、各種の補助事業等の継続と周知に取組む。 

○災害時に住民が利用する避難所や災害対策活動の拠点となる施設、ライフラ

イン関連施設等、地震発生による人命への重大な被害や住民生活へ深刻な影

響を及ぼすおそれのある施設については、優先的に耐震対策を行う。 

○町営住宅の倒壊や損傷により入居者や近隣住民が負傷しないように、建替え

や耐震化等により施設の長寿命化を図る。 

②自助・共助の取組強化 
○災害による死者ゼロを目指し、地域の防災リーダーとなる防災士の養成や自

主防災組織の結成促進、住民参加による避難訓練の実施等により、住民の防

災意識・知識等の向上を図る。また、地域防災力を支える人材を確保するた

め、若年層の防災活動への参加促進や児童生徒への防災教育を推進する。 

③建築物の倒壊等防止対策 
○地域の防災力の向上を図るため、老朽危険空き家・空き建築物除却支援事業

の活用を促しながら、老朽化危険空き家・空き建築物の除却に努める。 

④防火・消火体制の整備 
○震災による火災の発生、延焼を防止するため、住宅用火災警報器、消火器、

感震ブレーカー等の設置を促進するとともに、常備消防の体制並びに装備の

強化、消防団員の確保並びに装備品の充実を促進する。 
⑤緊急輸送道路等の機能確保 

○交通インフラの損壊等により住民が負傷しないよう、道路設備の耐震化等や

除却、道路改良等を促進する。 

⑥臨時情報を活用した防災対応 



41 

○地域の事前防災・減災体制の整備を促進するため、気象庁が発表する「南海

トラフ地震臨時情報」を活用し、地域防災計画を改定する。 

○町内を訪れる外国人が増加するなか、地震、台風、豪雨などの災害に不慣れ

な外国人に対して、防災に関する啓発を推進する。 

重要業績指標 

 別紙１ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

起きてはならない最悪の事態 

１－３ 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発  

    生 

対応方策 

①河川整備等の推進 
○大規模水害による被害を最小限にするため、河川・堤防等の整備・改修・耐

震・治水・老朽化対策等を推進する。 

②避難対策の推進及び事前の防災力強化 
○気候変動に伴う水害の頻発・激甚化に対して、住民の避難行動を促し、人的

被害をなくすため、分かりやすい水位情報の発信や洪水浸水想定区域・洪水

タイムラインの周知を推進する。 

○被害想定の変更があった場合は、新しい被害想定に対応したハザードマップ

へとすみやかに改定し周知を推進する。 

重要業績指標 

 別紙２ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

起きてはならない最悪の事態 

１－４ 大規模な土砂災害（深層崩壊）や大雪等による多数の死傷者の発生 

対応方策 
①土砂災害対策及び森林整備の推進 
○大規模土砂災害の被害を最小限に押さえるため国・県と連携し、治山・砂防

事業、地すべり防止事業、土砂災害危険箇所の調査点検等を推進し、特に要

配慮者利用施設、避難路・避難施設に対する安全を確保する。 

○森林の荒廃を防止するとともに、国土保全機能の高度発揮を促すため、間伐

等の森林整備事業を推進する。 

②土砂災害等に対する防災意識の啓発及び警戒避難体制の整備 
○土砂災害警戒情報等を住民に対し適切に伝達することにより、土砂災害の危

険性の周知を強化する。 
○住民への啓発、避難訓練等を併せたソフト対策全般を強化し、災害対応力の

向上を図る。 
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○被害想定の変更があった場合は、新しい被害想定に対応したハザードマップ

へとすみやかに改定し周知を推進する。 

③大雪等に伴う孤立化対策の推進 

○大雪等に伴う倒木によるライフラインの途絶や地域の孤立が発生した場合で

も、被災者の情報が把握できるよう、無線、電話、インターネットなど多重化

した通信手段の整備を図る。 

重要業績指標 

 別紙３ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

 

Ⅱ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環

境を確実に確保する 

起きてはならない最悪の事態 

２－１ 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギ

ー供給の停止 

２－２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

対応方策 

①食料や水等の備蓄の推進 
○住民の家庭や地域での備蓄を促進するとともに、町はそれぞれの役割に応じ

た公的備蓄を推進する。 

②物資調達・供給体制の構築 
○災害時の物資供給に係る協定の締結を推進する。 

○緊急輸送道路及びそれを補完する町道・農林道の整備・改良を推進する。 
③救援物資等の受援体制の整備 
○受援体制の強化及び物資集積拠点の機能強化を図る。 

④水道施設の耐震化等 
○水道施設の耐震化等を図る。 

⑤災害時要援護者等に対する物資供給体制の整備 
  ○実践的な訓練や研修を実施する。 
⑥孤立化防止のための情報収集・道路整備・土砂災害対策 

○地震や集中豪雨等による孤立集落の発生に備え、県と連携して「孤立可能性集落カ

ルテ」を作成することで、集落ごとの情報を一元的に収集し、災害時の迅速かつ的

確な支援へ繋げる。 

○孤立集落の発生を防止するため、生命線道路の整備・改良を推進する。 
⑦ヘリコプターによる支援体制の整備 

○孤立化に備え防災ヘリコプターが、迅速かつ円滑に災害応急対策を実施でき

るよう、既設ヘリポートの適切な維持管理及び新たなヘリポートの整備を図
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る。 

⑧孤立化集落における電源や通信手段の確保対策 

○孤立化集落発生時に外部との通信手段を確保するための資機材の整備、避難

所の機能強化を促進するとともに、継続的に通信訓練を実施する。 

重要業績指標 

 別紙４ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

起きてはならない最悪の事態 

 ２－３ 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

対応方策 

①消防等の施設の機能強化、資機材等の充実強化 
○常備消防の装備資機材等の充実強化を図るとともに、施設の整備を推進する。

 

②消防団や自主防災組織の充実強化 
○消防団の装備資機材等の充実・強化を図るとともに、消防団員の確保を図る

ため、少年消防クラブの育成支援や若手団員、女性団員の入団促進、消防団

協力事業所の普及等を推進する。 

○消防団と自主防災組織等が連携した防災諸活動の充実強化を図る。 

③防災拠点等の電力確保 
○防災拠点等における自家発電設備等の充実を図り、停電時でも救助・救急、

医療活動の統制等に必要な電力を確保する。 

④関係機関の連携強化、訓練の実施 

○国や県との連携強化を図り、合同訓練等を実施するとともに見直しを行い、

訓練の習熟度を高める。 

重要業績指標 

 別紙５ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

起きてはならない最悪の事態 

２－４ 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

対応方策 

①帰宅困難者の受入体制等の確保 
○道路の通行止めや公共交通機関の運行停止に伴う帰宅困難者の発生に備え

て、企業や学校における食料や水の備蓄を促進するため、その普及啓発を図

る。 

○東日本大震災で、被災初期から防災拠点として機能を発揮した「道の駅」に

ついて、防災拠点化を推進する。 

 ②緊急輸送道路等の強化 
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  ○緊急輸送道路及びそれを補完する町道・農林道の整備・改良を推進する。 

 ③「道の駅」の防災拠点化 

  ○「道の駅」の防災拠点化を推進する。 

重要業績指標 

 別紙６ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

起きてはならない最悪の事態 

２－５ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギ

ー供給の途絶による医療機能の麻痺 

２－６ 被災地における感染症等の大規模発生 

２－７ 劣悪な避難生活環境・トイレ環境、不十分な健康管理による多数の被災

者の健康状態の悪化・災害関連死の発生 

対応方策 

①災害医療体制の構築・災害医療対応力の強化 
○医療関係者と防災関係機関とが連携し、災害医療訓練等を実施することによ

り、救護技術の向上、災害対応力の強化、医療と防災関係機関相互の連携強

化を図る。 
②交通網の寸断に備えた体制の整備 

○災害時における医薬品を確保するため、被害想定等から必要な品目・数量等

を精査し備蓄するとともに、関係業界等との協定締結等によりその供給確保

体制を構築する。 

○緊急輸送道路及びそれを補完する町道・農林道の整備・改良を推進する。 

③感染症の発生・まん延防止 
○避難所等における感染症の発生・まん延を防ぐため、平時より住民に対し感

染症予防対策に関する周知啓発を図る。 

○感染症対策備蓄品の充実を図る。 

○被災者の健康管理を行える体制を構築する。 

④下水道施設等の対策による衛生面の悪化防止 
○下水道排水管・農業集落排水管の破損等による衛生面の悪化を防止するた

め、下水管渠における耐震化等を進める。 

○下水道施設等やし尿処理施設の老朽化による大規模自然災害に対する脆弱

性を解消するため、施設の老朽化対策を推進する。 

⑤避難環境の向上 
○長期の避難生活に備えて、避難所における避難者の「生活の質（ＱＯＬ）」の

向上を図るため、避難所の機能強化を図る。 

○安心安全な避難生活を送れるようにするため、避難所の耐震化等を図る。 

○地域住民が主体となって、それぞれの役割に応じ円滑な避難所運営ができる
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よう、地域ぐるみの取組を促進する。 

○県のマニュアルを参考に「避難所運営マニュアル」の見直しを行う。 

⑥要援護者支援の強化 

○要配慮者利用施設避難確保計画の策定を促進する。 

○障害者、一人暮らし高齢者等が災害時等における避難支援を地域の中で受け

られるようにするため、災害時避難行動要支援者に対する各種対策を推進す

る。 

○福祉避難所の指定を促進するとともに、各種訓練等により災害対応力を向上

させる。 

重要業績指標 

 別紙６ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

 

Ⅲ 必要不可欠な行政機能は確保する 

起きてはならない最悪の事態 

３－１ 警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱 

３－２ 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下や災害対応への習

熟度不足による初動対応の遅れ 

対応方策 

①庁舎等の耐震化等、防災拠点施設の機能強化 
○庁舎の耐震化等、停電時の電力や情報・通信システムの確保、代替不能機器等

の保全、代替庁舎の選定･確保、物資の備蓄等を推進する。 

②行政機関の業務継続計画の策定、広域連携等行政機能維持体制の整備 
○業務継続計画の定期的な改定・訓練の実施により、大規模災害時における行政

機能の継続及び早期復旧を図る。 

○カウンターパートなど広域的な連携を図り、大規模災害時に備え、平時からそ

の結びつきを強化するための取組を推進する。 

③情報システム等の機能強化、情報の遺失防止対策の推進 
  ○自治体の業務システムのクラウド化や発災直前の各種住民データを県外に保

管するなど、住民データの遺失を防ぐとともに、自治体機能の早期復旧を図る

ための対策を講じる。 
④エネルギー供給体制等の整備・機能強化 

○災害時、電力会社から電力供給が遮断された場合に、防災拠点・避難所等への

電力供給を維持するため、電力供給の代替手段確保に努める。 

重要業績指標 

 別紙７ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 
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Ⅳ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

起きてはならない最悪の事態 

４－１ 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事

態 

４－３ 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、臨時情報や警報等の収集・

伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

対応方策 

①関係機関間の情報通信確保対策の推進 
○情報通信システムの耐災害性の向上等を図る。 

○準天頂衛星システム等を活用し、防災機能の強化等を進める。 

②放送設備の電力確保対策の促進 
○災害時に電力供給が停止した場合に備え、非常用電源設備の燃料備蓄・蓄電設

備更新に努める。 

 ③放送継続が可能となる体制の整備 

  ○ＢＣＰや災害対応マニュアルを策定し、関係機関と連携した訓練等により、大

規模災害時においてもテレビ・ラジオ放送が中断することがないよう努める。

④情報通信基盤の整備及び利活用の促進 
○通信事業者等の回線が停止した場合にも被災状況の確認や復旧活動等に支障

を及ぼさないよう、衛星携帯電話の配備等による代替性の確保を図る。 

⑤情報伝達体制の強化 
○県と協力し、災害時情報共有システム等に加え、さらなる情報伝達方法の構築

を図る。 

○防災行政無線のデジタル化等を実施し耐災害性の向上を図る。 

⑥中山間地域における不感エリアの解消 
○孤立化集落発生時に外部との通信手段を確保するための資機材の整備や避難

所の機能強化促進を継続するとともに、定期的な通信訓練の実施に努める。 

 ⑦臨時情報が発表された場合の情報伝達体制の確立 

  ○臨時情報が発表された場合の情報伝達に係る訓練や防災講座等を実施し、住民

理解の促進を図る。 

重要業績指標 

 別紙８ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

 

Ⅴ 経済活動を機能不全に陥らせない 

起きてはならない最悪の事態 
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５－１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による競争力の低   

    下 

５－２ エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持へ

の甚大な影響 

５－３ 金融サービス・郵便等の機能停止による住民生活・商取引等への甚大な影

響 

対応方策 

①ＢＣＰの取組等を促進 

○町内企業のＢＣＰ策定を支援する。 

 ②ライフライン事業者における対策 

○電力会社においては、発電及び送電設備等の耐震化等を推進する。 

○給油所においては、災害対応型に改修するよう努める。 

 ③金融機関における建物等の耐災害性の向上、ＢＣＰ策定等の促進 

  ○金融機関においては、建物等の耐災害性の向上やシステムのバックアップ、災

害時の情報通信機能・電源等の確保やＢＣＰ策定・実効性向上等が進められて

いるが、引き続き取組を促進する。 

重要業績指標 

 別紙９ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

起きてはならない最悪の事態 

５－４ 食料等の安定供給の停滞 

５－５ 農業用水の供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

対応方策 

①農林業生産基盤等の災害対応力強化 
○農業生産基盤等の災害対応力強化に向けて、水利施設等の整備・耐震化などを

推進する。 

②各種ＢＣＰの策定・見直しの促進 
○農林業関連施設のＢＣＰ策定を促進する。 

③農業用水の耐震化等 
○農業水利施設について、耐震診断の実施、耐震改修が必要な施設の計画的な耐

震化等を推進する。 

○基幹的な農業水利施設のデータベース化を促進する。 

④食料や水等の備蓄の推進 
○住民の家庭や地域での備蓄を促進するとともに、町はそれぞれの役割に応じた

公的備蓄を推進する。 

⑤物資調達・供給体制の構築 
○災害時の物資供給に係る協定の締結を推進する。 
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⑥救援物資等の受援体制の整備 

○受援体制の強化及び物資集積拠点の機能強化を図る。 

 ⑦農林水産業の生活基盤等の強化 

  ○農林水産業者の生産活動が継続できるように生活基盤を強化し、耐災害性が高

められるよう農林水産業振興を推進する。 

重要業績指標 

 別紙１０ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

 
Ⅵ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めると

ともに、早期に復旧させる 

起きてはならない最悪の事態 

６－１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LPガスサプライ

チェーン等の長期にわたる機能の停止 

６－２ 上水道等の長期間にわたる供給停止 

６－３ 金融サービス・郵便等の機能停止による住民生活・商取引等への甚大な影

響 

対応方策 

①電力等供給体制の整備 
  ○あらゆる自然エネルギー技術の活用を検討し、導入・普及促進に努める。 
  ○非常用自家発電設備の整備等、非常用電源の確保に努める。 
  ○給油所においては、災害対応型に改修するよう努める。 
②避難所等の電力確保 
 ○あらゆる自然エネルギー技術の活用を検討し、導入・普及促進に努める。 
 ○非常用自家発電設備の整備等、非常用電源の確保に努める。 
③水道施設の耐震化等 
○水道施設の耐震化等、老朽化対策、水道未普及地の整備を促進するとともに、

災害時の応急給水や復旧活動のための計画策定を推進する。 

④汚水処理施設の耐震化等 
○下水道排水管・農業集落排水管の破損等による衛生面の悪化を防止するため、

排水管渠における耐震化等を進める。 

○下水道施設やし尿処理施設の老朽化による大規模自然災害に対する脆弱性を

解消するため、施設の老朽化対策を推進する。 

○合併処理浄化槽の設置を促進する。 

⑤被害想定をもとにした防災・減災対策の促進 

○南海トラフ巨大地震、中央構造線・活断層地震等の被害想定について、ＨＰや

パンフレット等による啓発に努める。 
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○防災ハザードマップを随時改定し、表示情報、利便性等の質的向上を図る。 

重要業績指標 

 別紙１１ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

起きてはならない最悪の事態 

６－４ 交通インフラの長期間にわたる機能停止 

６－５ 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

対応方策 

①輸送ルートを確保する土砂災害対策 
○輸送ルートを確保するため、土砂災害対策を推進する。 
○緊急輸送道路及びそれを補完する町道・農林道の整備・改良を推進する。 
○孤立集落の発生を防止するため、生命線道路の整備・改良を推進する。 

②公共交通機関等の状況把握、復旧体制の整備 
 ○発災後、速やかな公共交通機関等の状況把握及び復旧を実施するため、各種団

体との支援協定の締結、連絡体制の整備等を推進する。 
③早期復旧に向けた取組の推進 

  ○発災後、速やかに道路啓開を実施するため、各種団体との協定締結、計画策定、

訓練実施等に取組む。 

 ④防災インフラの土砂災害対策 

  ○防災インフラへの被災を防ぐため、土砂災害対策を推進する。 

重要業績指標 

 別紙１２ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

 

Ⅶ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

起きてはならない最悪の事態 

７－１ 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

７－２ 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞等による交通麻痺 

７－３ ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流

出による多数の死傷者の発生 

７－４ 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 

対応方策 

①防火・消火体制の整備 
 ○震災による火災の発生、延焼を防止するため、住宅用火災警報器、消火器、感

震ブレーカー等の設置を促進するとともに、常備消防の体制並びに装備の強

化、消防団員の確保並びに装備品の充実を促進する。 

 ○消防団の装備資機材等の充実・強化を図るとともに、消防団員の確保を図るた
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め、少年消防クラブの育成支援や若手団員、女性団員の入団促進、消防団協力

事業所の普及等を推進する。 

○消防団と自主防災組織等が連携した防災諸活動の充実強化を図る。 

②住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備 
 ○南海トラフ地震から住民の生命を守るため、住宅の耐震化等を最重要課題と認

識し、木造住宅耐震化事業の活用を促しながら、住宅の耐震化等に努める。 
○住宅の耐震化等や家具の転倒防止、ブロック塀の転倒防止等の対策による被害

の抑制に向け、各種の補助事業等の継続と周知に取組む。 
○災害時に住民が利用する避難所や災害対策活動の拠点となる施設、ライフライ

ン関連施設等、地震発生による人命への重大な被害や住民生活へ深刻な影響を

及ぼすおそれのある施設については、優先的に耐震対策を行う。 
③緊急輸送道路等の機能確保 
 ○交通インフラの損壊等により住民が負傷しないよう、道路設備の耐震化等や除

却、道路改良等を促進する。 
 ④土砂災害対策の推進 
 ○深層崩壊をはじめとする大規模土砂災害や、それに関連してり生じる天然ダム

等の損壊に備えた防災対策を国・県と連携し着実に推進する。 
⑤有害物質等の拡散防止対策 
○大規模な地震発生後において、危険物施設の損壊等により、有害物質等が大規

模拡散・流出していないかの確認を行う体制強化に努める。 

重要業績指標 

 別紙１３ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

７－５ 農地・森林等の被害による国土の荒廃 
対応方策 

①森林の適正管理と保全の推進 
○森林の荒廃を防止するとともに、国土保全機能の高度発揮を促すため、整備が

必要な森林について間伐等の森林整備、治山・地すべり防止事業を推進する。

○適正な森林管理が継続されるよう私有林の森林境界の明確化を促進する。 

○森林の適正管理に資するため、鳥獣害対策を適切に実施する。 

②県産材の利用促進等 
  ○県産材の生産・消費量を増加させることにより、森林の間伐や更新を促進する。

③農地･農業水利施設等の保全 

○農業の有する多面的機能の発揮を促進させるため、地域コミュニティによる、

農地･農業水利施設等の地域資源の保全活動の取組を推進する。 
重要業績指標 

 別紙１４ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 



51 

 
 
Ⅷ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

起きてはならない最悪の事態 

８－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事  

    態 

８－３ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、有形・無形の文化の衰退・損失 

８－４ 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

対応方策 

①災害廃棄物等の処理 
○大規模災害時に発生する災害廃棄物等を一時的に集積するため、仮置場の候補

地の確保に努める。 

○速やかな災害廃棄物の処理に向け、災害廃棄物処理計画の策定・改定に努める。

○住民に対し普段からごみの分別を徹底するよう促す取り組みを推進する。 

②公共施設等の老朽化対策の促進 
  ○本町の公共施設の内、老朽化した施設については、ライフサイクルコストの最

小化や予算の平準化を図るため、公共土木施設等の長寿命化対策を推進する。

○ごみ処理施設の老朽化による大規模自然災害に対する脆弱性を解消するため、

施設の老朽化対策や耐災害性の強化を推進する。 

 ③貴重な文化財の保護 

  ○「文化財災害対応マニュアル」により、所有者等に文化財の耐震化等について

の意識向上を図る。 

○文化財の喪失を防ぐためには、平時から住民の文化財保護意識を醸成する。 

○文化財の被害に備え、それを修復する技術の伝承を推進する。 

○定住人口の著しい減少によって地域の活力が低下し、生活文化・民族文化の喪

失につながることを回避していくため、地方創生の取組等、地域経済に活力を

与える方策を取り組んでいく。 

 ④緊急輸送道路等の整備促進 

  ○緊急輸送道路及びそれを補完する町道・農林道の整備・改良を推進する。 

重要業績指標 

 別紙１５ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

起きてはならない最悪の事態 

８－５ 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大

幅に遅れる事態 

対応方策 

①地籍調査の推進 
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○被災後の迅速な復旧・復興が可能となるよう、地籍調査の促進を図る。 

②被災した宅地・建物の調査を行える人材の確保 
 ○大規模災害発生後、罹災証明発行の前提となる、住家被害認定調査を円滑に実

施するため、職員に対し実践的な研修を実施し、専門人材を養成する。 

 ○大規模災害発生後、被災建築物の危険性を速やかに判定し、２次災害から人命

を守るため、職員に対し実践的な研修を実施し、専門人材を養成する。 

③応急仮設住宅用地の確保 

○発災後に速やかに応急仮設住宅を建設できるよう、事前の用地確保を推進す

る。 

重要業績指標 

 別紙１６ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

起きてはならない最悪の事態 

８－２ 地域コミュニティの崩壊、復興を支える人材等の不足、より良い復興に向

けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態 

８－５ 速やかな復興に資する業務継続計画等の欠如による地域経済への甚大な

影響 

対応方策 

①被災者支援制度の充実 
○被災者が早期に生活再建できるよう被災者支援に関する各種制度の研修等を

実施し、職員の能力向上を図る。 

②事前復興計画の策定促進 
○大規模災害からの復旧及び復興を迅速かつ円滑に推進するため、事前復興の取

組みを推進する。 

③地域防災計画の修正 

  ○防災の万全を図り、速やかな復興に資するため、地域防災計画については、

修正の必要があると認めたときは、速やかに修正する。 
 ④地場産業を構成する事業者等のＢＣＰ策定の促進 
  ○農林水産業も含めた地場産業を構成する事業者等のＢＣＰの策定や将来の担

い手育成、地域のコミュニティ力を高める取組を進めるとともに、万一の

際、現在よりも良い形で復興させていくことができるよう、地域の災害リス

クや産業構造の将来像等を踏まえた復興ビジョンを平時から検討しておくこ

とにより、被災が直ちに他地域への移住へとつながらないようにしていく。 
 ⑤建設産業の担い手確保・育成 
  ○復興の基盤整備を担う建設業の人材を育成するとともに、大規模災害からの

被害軽減、早期復旧を図るため、建設業ＢＣＰの策定や、策定されたＢＣＰ

の実行性向上を図る。 
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重要業績指標 

 別紙１７ 重要業績指標（ＫＰＩ）のとおり 

 

 

 

 

第３節 横断的分野に応じた対応方策 

横断的分野の脆弱性評価の結果及び対応方策 

分野 脆弱性評価の結果及び課題 
リスクコミュニケーション分野 ・被災を最小限に食い止めるため、各住民が、平時から避難

場所・避難路・避難方法・家族との連絡方法等を確認してお

くことが必要。 
・住民が主体となった避難所運営に向けた取組が必要。 
・消防団や自主防災組織等の充実強化による防災力の向上

を図ることが必要。 
・医療施設の耐震化等や災害発生時の体制強化、人材の確保

に努めることが必要。 
【対応方策】 
・避難所設置運営訓練の実施 
  推進（H30） → 推進（R5） 
・美馬西部消防団正副団長会の開催 
  開催（H30） → 開催（R5） 

人材育成分野 ・地域の救助・救急活動の担い手となる消防団の育成支援に

努めることが必要。 
・住民の防災意識をさらに深めるため、防災啓発や避難訓練

の充実等ソフト対策を推進することが必要。 
・災害対応力強化のため、消防団の団員確保促進・資機材の

充実強化、自主防災組織の充実・強化・人材育成・装備資機

材等の充実強化、防災士の養成、防災訓練の実施等を推進す

ることが必要。 
・大規模災害発生後、罹災証明発行の前提となる住家被害認

定調査をはじめ、早期復興に資する各種調査が円滑に行える

よう研修を実施し人材を育成することが必要。 
【対応方策】 
・各種訓練、防災講座等の実施 
  推進（H30） →  推進（R5） 
・防災ハザードマップの配布 
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  作成（R2） → 必要に応じて改定（R5） 
・住家被害認定調査研修 

   参加（H30） → 継続（R5） 

・応急危険度判定士資格認定(更新)講習 

   推進（H30） → 推進（R5） 
官民連携分野 ・供給事業者との連携のもと、安定してエネルギーを確保す

る体制の構築が必要。 
・民間物流施設の活用、協定の締結、ＢＣＰの策定等により、

自治体、国、民間事業者等が連携した物資調達・供給体制を

構築し、迅速かつ効率的な対応に向けて実効性を高めていく

ことが必要。 
【対応方策】 
・災害時における物資等提供に関する協定書 

   継続（H30） → 継続（R5） 

・災害時物資提供型自動販売機の設置に係る覚書 

   継続（H30） → 継続（R5） 
長寿命化対策分野 ・基幹的な農業水利施設の耐震・老朽化診断を実施し、耐震

改修が必要な施設の計画的な耐震化・老朽化対策を推進する

ことが必要。 
・水道施設の耐震化・老朽化対策を推進することが必要。 
・下水道施設の老朽化対策として、ストックマネジメント計

画を策定し、戦略的維持管理を進めることが必要。 
・各インフラにおいて、長寿命化計画やストックマネジメン

ト計画等の策定を推進することが必要。 
【対応方策】 
・農業施設の耐震化・老朽化対策の実施 
   推進（H30）  →  推進（R5） 
・水道施設の耐震化・老朽化対策の実施 
   推進（H30）  →  推進（R5） 
・下水ストックマネジメント計画改定 

   推進（R1） → 必要に応じ改定（R5） 
過疎対策分野 ・南海トラフ巨大地震等に備えた公共施設の改築更新・耐震

化・老朽化対策・移転などには多額の財政費用を必要とし、

財政基盤の脆弱な過疎市町村においては、集中的な事業実施

が財政に過大な影響を与えることが懸念されており、安定し

た財源の確保を図る必要がある。 
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【対応方策】 
町役所本庁・各支所の改築更新又は耐震化等の実施 
  計画（H30）  →  完了（R5） 
各種過疎対策事業の実施 
  推進（H30）  →  推進（R5） 
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第５章 施策の重点化 

 

第１節 施策の重点化の考え方 

 

１ 施策の重点化の考え方 

つるぎ町において大規模な被害が発生する自然災害としては、南海トラフ地震があ

げられ、建物倒壊を起因とする人的被害が多くなっている。また、地震の揺れによる

急傾斜地の崩壊の発生や地震火災等においても人的被害の発生が懸念される。 

ただし、津波被害のある沿岸部の市町村に比べると安全なまちであり、南海トラフ

地震が発生した際にも、人命を守ることで、地域・産業・行政機能等の維持を図るこ

とが可能と考える。 

そこで、以下の目標を掲げ、効果的・重点的に施策の推進を図ることとする。 

 

☆施策の重点化における目標 

 

 

 

 

 

本町において、多くの犠牲者が想定される南海トラフ地震が発生した場合において

も、確実な避難行動や災害に強いまちづくりの実現等により、一人の犠牲者も出さな

いという決意を持って取組を進める。 

 

☆施策の重点化において対象とする災害 

本町において、南海トラフ地震によって多数の負傷者が想定されている建物倒壊と

ともに、発生した際に人的被害が懸念される急傾斜地崩壊と火災を対象とする。 

 

 

 

  

南海トラフ地震から犠牲者の発生“０”をめざす 

建物崩壊 急傾斜地崩壊 火 災 
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第２節 重点化すべき施策 

 プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態の内、つるぎ町が直面す

るリスクを踏まえて、「人命の保護」を最優先として、４つの基本目標に対する効果や

効率性、事態が回避されなかった場合の影響の大きさ、緊急度、国の基本計画や県の

地域計画との一体性等を考慮し、１４の重点化すべきプログラムを選定した。重点化

すべきプログラムにより回避すべき「起きてはならない最悪の事態」は次表のとおり

とする。 

 

事前に備えるべき目標 重点化すべきプログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態 
1 大規模自然災害が発生したと

きでも、すべての人命を守る

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊

による多数の死傷者の発生 

1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

1-4 大規模な土砂災害（深層崩壊）や大雪等による多数の死傷者の発生 

2 救助・救急、医療活動等が迅

速に行われるとともに、被災

者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の

停止 

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の

途絶による医療機能の麻痺 

2-7 劣悪な避難生活環境・トイレ環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康

状態の悪化・災害関連死の発生 

3 必要不可欠な行政機能は確保

する 
3-2 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下や災害対応への習熟度不

足による初動対応の遅れ 

4 必要不可欠な情報通信機能・

情報サービスは確保する 
4-3 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、臨時情報や警報等の収集・伝達が

できず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

5 経済活動を機能不全に陥らせ

ない 
5-4 食料等の安定供給の停滞 

6 ライフライン、燃料供給関連

施設、交通ネットワーク等の

被害を最小限に留めるととも

に、早期に復旧させる 

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガス

サプライチェーン等の長期にわたる機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

7 制御不能な複合災害・二次災

害を発生させない 

7-1 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 

7-5 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

8 社会・経済が迅速かつ従前よ

り強靱な姿で復興できる条件

を整備する 

8-4 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 
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第６章 計画の進捗と進捗管理 

 

第１節 推進体制 

 

１ 自助・共助・公助による推進 

  強靭化の実現には、本町の全職員をはじめ、国や県、防災関係機関、自主防災組織

や消防団、民間事業者、教育機関、住民の一人ひとりが役割を担うという認識のもと、

適切な「自助」、「共助」及び「公助」の役割分担のもとで、計画の推進を図る。 

  なお、地域防災力の向上には、“共助”の役割が重要であり、町と関係機関の連携を

高めながら効果的な施策の推進に努める。 

 

■つるぎ町の国土強靭化の取組に向けた自助・共助・公助の考え方のイメージ 

・「自助」は「共助」の一翼を担う一体的なものとの認識のもと、共助をターゲットと

した取組を進めることで、効果的に「自助」を高めていくことが期待される。 

・国土強靭化に向けた取組において、「共助」の担う役割は大きく、「自助」と「公助」

を効果的に結びつける役割を担うことが期待される。 

 

 

  

  

２ ハードとソフトの適切な組合せ 

  ハード対策とソフト施策の適切な組合せによる各種事業の推進を図り、効果的か

つ実効的な施策の推進に努める。 

 

  

自助 共助

公助

情報発信、
啓発、教育、
活動支援等

連携

訓練や学習への
参加 等

自主活動、訓練や
学習への参加 等

地域防災力

共助

公助

自助

地域防災力

これまでの自助・共助・公助の
考え方のイメージ

国土強靭化に向けた自助・共助・公助の
考え方のイメージ

共助を高める取組
が自助を高めるこ
とにつながる

⇒共助から自助
へのアプロー
チ

自助と共助の連携
強化

⇒自助と共助の
一体化（コ
ミュニティの
形成）
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第２節 計画の進捗管理と見直し 

 

本計画に基づく施策・事業の確実な推進に向け、各施策・事業の適切な進捗管理が重

要になる。本計画では、重要事業指標一覧を作成し、ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理

を行うこととする。 

 

■重要業績指標一覧（抜粋） 

 

 



別紙１　　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・６３

別紙２　　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・７０

別紙３　　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・７１

別紙４　　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・７２

別紙５　　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・７４

別紙６　　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・７５

別紙７　　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・７６

別紙８　　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・８３

別紙９　　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・８４

別紙１０　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・８５

別紙１１　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・８６

別紙１２　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・８７

別紙１３　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・８８

別紙１４　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・８９

別紙１５　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・９６

別紙１６　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・・９７

別紙１７　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・１０３

別紙１８　重要業績指標（ＫＰＩ） ・・・・・・・・・・・・・１０４

対応方策ごとの重要業績指標（ＫＰＩ）一覧
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1

1-1

1-2

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

木造住宅等の耐震化 促進（H30） 促進（R5）

危険ブロック塀安全対策の促進 推進（H30） 推進（R5）

公営住宅の耐震化及び老朽化対策 促進（H30） 促進（R5）

老朽危険建築物（空き家等）除却支援の促進 促進（H30） 促進（R5）

耐震相談件数 推進（H30） 推進（R5）

自主防災組織の活動の促進 推進（H30） 推進（R5）

公共施設の耐震化 推進（H30） 推進（R5）

公共施設の大規模改修 促進（H30） 促進（R5）

避難所施設の機能向上 促進（H30） 促進（R5）

公立学校施設等の耐震化 100%（H30） 維持（R5）

公立学校施設等の大規模改修 促進（H30） 促進（R5）

町民プールの大規模改修 促進（H30） 促進（R5）

児童福祉施設の整備 促進（H30） 促進（R5）

認定こども園の整備 促進（H30） 促進（R5）

町営住宅の耐震化 促進（H30） 促進（R5）

救助工作車・高規格救急車・ポンプ積載車の整備 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道白石線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊坊六線 促進（H30） 促進（R5）

別紙１　重要業績指標（ＫＰＩ）

緊急輸送道路等の機能確保

臨時情報を活用した防災対応

指標

事前に備えるべき目標

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大規模自然災害が発生したときでも、すべての人命を守る

住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多
数の死傷者の発生

密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

KPI

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

自助・共助の取組強化

建築物の倒壊等防止対策

防火・消火体制の整備

対応方策
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1

1-1

1-2

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

別紙１　重要業績指標（ＫＰＩ）

緊急輸送道路等の機能確保

臨時情報を活用した防災対応

指標

事前に備えるべき目標

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大規模自然災害が発生したときでも、すべての人命を守る

住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多
数の死傷者の発生

密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

KPI

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

自助・共助の取組強化

建築物の倒壊等防止対策

防火・消火体制の整備

対応方策

町道の整備　町道白石曽我谷線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道白石日開野線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道惣谷井川線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大柱東西線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊長野線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道日浦線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道石堂日浦下線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道土々呂万才線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道田井東西線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道野田窪長野線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道浦山上ノ原線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道小野木ノ内線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道東山病院上線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道新大屋敷谷地線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道蔭西百姓滝線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道天神小野線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道逢坂中央線 促進（H30） 促進（R5）
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1

1-1

1-2

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

別紙１　重要業績指標（ＫＰＩ）

緊急輸送道路等の機能確保

臨時情報を活用した防災対応

指標

事前に備えるべき目標

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大規模自然災害が発生したときでも、すべての人命を守る

住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多
数の死傷者の発生

密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

KPI

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

自助・共助の取組強化

建築物の倒壊等防止対策

防火・消火体制の整備

対応方策

町道の整備　町道上喜来２号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大床鹿老渡橋線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道石堂長谷保線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道下竹天皇線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道鹿老渡木ノ内線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道上喜来１号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道保久保小谷中線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道天神丸戸線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大畠池尻線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大床奥峠線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道平良石線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道笠仏柳瀬線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道平良石中屋線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道東中上地線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道高岩線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道柳木曽上源造線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道赤坂線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道逢坂住宅線 促進（H30） 促進（R5）
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1

1-1

1-2

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

別紙１　重要業績指標（ＫＰＩ）

緊急輸送道路等の機能確保

臨時情報を活用した防災対応

指標

事前に備えるべき目標

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大規模自然災害が発生したときでも、すべての人命を守る

住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多
数の死傷者の発生

密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

KPI

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

自助・共助の取組強化

建築物の倒壊等防止対策

防火・消火体制の整備

対応方策

町道の整備　町道捨子広谷線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道引地幹線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道僧地大泉線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道浦山幹線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大泉捨子線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道宮内白村幹線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田東７号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田東８号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田西３号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田西５号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山橘田線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道柴内上線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道長木影線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道家賀道上幹線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道友内線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道浦山竹屋敷線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道貞光西端山線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道皆瀬幹線 促進（H30） 促進（R5）
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1

1-1

1-2

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

別紙１　重要業績指標（ＫＰＩ）

緊急輸送道路等の機能確保

臨時情報を活用した防災対応

指標

事前に備えるべき目標

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大規模自然災害が発生したときでも、すべての人命を守る

住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多
数の死傷者の発生

密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

KPI

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

自助・共助の取組強化

建築物の倒壊等防止対策

防火・消火体制の整備

対応方策

町道の整備　町道川見三木枋線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田山路線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田幹線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山馬出線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道江ノ脇３号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道小山北１号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西長瀬線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道横野幹線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山幹線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西谷線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西浦２号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道僧地柴内線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西長瀬下線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道日浦猿飼線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道家賀下線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子谷線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道家賀森岡線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道長木広谷線 促進（H30） 促進（R5）
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1

1-1

1-2

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

別紙１　重要業績指標（ＫＰＩ）

緊急輸送道路等の機能確保

臨時情報を活用した防災対応

指標

事前に備えるべき目標

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大規模自然災害が発生したときでも、すべての人命を守る

住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多
数の死傷者の発生

密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

KPI

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

自助・共助の取組強化

建築物の倒壊等防止対策

防火・消火体制の整備

対応方策

町道の整備　町道捨子谷2号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子上線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田宮内線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道奥大野１号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道桑平線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道瀬貝杣野線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道久薮１号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道伊良原１号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道明谷１号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道出羽１号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道出羽平井線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道一宇蔭線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道蔭線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道赤松１号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大野１号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道明谷２号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中野１号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道一宇線 促進（H30） 促進（R5）
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1

1-1

1-2

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

別紙１　重要業績指標（ＫＰＩ）

緊急輸送道路等の機能確保

臨時情報を活用した防災対応

指標

事前に備えるべき目標

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大規模自然災害が発生したときでも、すべての人命を守る

住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多
数の死傷者の発生

密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

KPI

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

自助・共助の取組強化

建築物の倒壊等防止対策

防火・消火体制の整備

対応方策

町道の整備　町道剪宇１号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道久薮上線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道木地屋大横線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大野上線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道奥大野1号線 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道木地屋線 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道実平久保線（実平橋） 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道下竹線（下竹橋） 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道堂平広沢線（堂平広沢線１号橋） 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道平良石線（第１平良石橋） 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道田井木ノ内線（木ノ内橋） 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道出羽１号線（出羽橋） 促進（H30） 促進（R5）

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化 促進（H30） 促進（R5）

緊急輸送道路等における橋梁の耐震改修 促進（H30） 促進（R5）

「臨時情報」を活用した「防災対応」の計画策定 促進（H30） 促進（R5）
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1

1-3

①

②

現況 目標

避難行動要支援者に対する個別計画の作成促進 促進（H30） 促進（R5）

河川堤防等の災害対策の促進 促進（H30） 促進（R5）

ヘリポートの整備 促進（H30） 促進（R5）

樋門の修繕・改修 促進（H30） 促進（R5）

緊急輸送道路等における橋梁の耐震改修 再掲 促進（H30） 促進（R5）

吉野川無堤地区（半田松生・東毛田）の堤防整備 促進（H30） 促進（R5）

吉野川増水時における家屋の浸水対策の整備 促進（H30） 促進（R5）

危機管理型水位計の設置 促進（H30） 促進（R5）

排水施設等の老朽化対策 促進（H30） 促進（R5）

危機管理型水位計の設置 促進（H30） 促進（R5）

ハザードマップの更新 更新（R2） 必要に応じて更新（R5）

洪水浸水想定区域図の作成 促進（H30） 促進（R5）

洪水タイムラインの作成 促進（H30） 促進（R5）

「臨時情報」を活用した「防災対応」の計画策定 促進（H30） 促進（R5）

KPI

指標

対応方策

河川整備等の推進

避難対策の推進及び事前の防災力強化

別紙２　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 大規模自然災害が発生したときでも、すべての人命を守る

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生
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1

1-4

①

②

③

現況 目標

治山事業の促進　上喜来地区 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　横野地区 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　柴内地区 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　長瀬地区 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　臼木地区 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　佐古戸地区 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　高清地区 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　平良石地区 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　葛城地区 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　宮平地区 促進（H30） 促進（R5）

土砂災害の危険性のある要配慮者利用施設及び避難所の
保全

促進（H30） 促進（R5）

吉野川水系直轄砂防事業の推進 促進（H30） 促進（R5）

森林境界の明確化 促進（H30） 促進（R5）

ハザードマップの更新 再掲 更新（R2） 必要に応じて更新（R5）

lot雨量計の設置促進 促進（H30） 促進（R5）

KPI

対応方策

土砂災害対策及び森林整備の推進

土砂災害等に対する防災意識の啓発及び警戒避難体制の整備

大雪等に伴う孤立化対策の推進

指標

別紙３　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 大規模自然災害が発生したときでも、すべての人命を守る

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大規模な土砂災害（深層崩壊）や大雪等による多数の死傷者の発生
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2

2-1

2-2

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

現況 目標

緊急輸送道路等における橋梁の耐震改修 再掲 促進（H30） 促進（R5）

吉野川無堤地区（半田松生・東毛田）の堤防整備 再掲 促進（H30） 促進（R5）

吉野川増水時における家屋の浸水対策の整備 再掲 促進（H30） 促進（R5）

防災インフラの整備 促進（H30） 促進（R5）

物資調達に関する協定の締結 促進（H30） 促進（R5）

受援計画の策定 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道葛城線 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道友内線 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道猿飼線 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道長瀬線 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道家賀道下線 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道定山線 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道剪宇大野線 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道白井線 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道太合実平線 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　県営林道赤帽子線 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道大惣線 促進（H30） 促進（R5）

ヘリポートの整備 再掲 促進（H30） 促進（R5）

KPI

対応方策

食料や水等の備蓄の推進

物資調達・供給体制の構築

救援物資等の受援体制の整備

水道施設の耐震化等

災害時要援護者等に対する物資供給体制の整備

孤立化防止のための情報収集・道路整備・土砂災害対策

ヘリコプターによる支援体制の整備

孤立化集落における電源や通信手段の確保対策

指標

別紙４　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確
実に確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止

多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生
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2

2-1

2-2

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

現況 目標

KPI

対応方策

食料や水等の備蓄の推進

物資調達・供給体制の構築

救援物資等の受援体制の整備

水道施設の耐震化等

災害時要援護者等に対する物資供給体制の整備

孤立化防止のための情報収集・道路整備・土砂災害対策

ヘリコプターによる支援体制の整備

孤立化集落における電源や通信手段の確保対策

指標

別紙４　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確
実に確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止

多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生
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2

2-3

①

②

③

④

現況 目標

消防施設等の整備 促進（H30） 促進（R5）

消防団員の入団促進 促進（H30） 促進（R5）

機能別団員制度の導入促進 促進（H30） 促進（R5）

防災訓練･防災学習等の実施 促進（H30） 促進（R5）

本庁舎･支所等の自家発電設備の点検･整備 促進（H30） 促進（R5）

KPI

指標

対応方策

消防等の施設の機能強化、資機材等の充実強化

消防団や自主防災組織の充実強化

防災拠点等の電力確保

関係機関の連携強化、訓練の実施

別紙５　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確
実に確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

自衛隊、警察、消防等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足
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2

2-4

①

②

現況 目標

道の駅の防災拠点化 完了（R2） 継続（R5）

災害用トイレの備蓄 促進（H30） 促進（R5）

避難所の環境改善 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道実平久保線（実平橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道下竹線（下竹橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道堂平広沢線（堂平広沢線１号橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道平良石線（第１平良石橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道田井木ノ内線（木ノ内橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道出羽１号線（出羽橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化 再掲 促進（H30） 促進（R5）

緊急輸送道路等における橋梁の耐震改修 再掲 促進（H30） 促進（R5）

KPI

指標

対応方策

帰宅困難者の受入体制等の確保

緊急輸送道路等の強化

別紙６　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確
実に確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱
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2

2-5

2-6

2-7

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）の資質向上 促進（H30） 促進（R5）

物資調達に関する協定の締結 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道白石線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊坊六線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道白石曽我谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道白石日開野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道惣谷井川線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大柱東西線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊長野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道日浦線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道石堂日浦下線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道土々呂万才線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道田井東西線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道野田窪長野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道浦山上ノ原線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道小野木ノ内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道東山病院上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

KPI

指標

対応方策

災害医療体制の構築・災害医療対応力の強化

交通網の寸断に備えた支援体制の整備

感染症の発生・まん延防止

農業集落排水等の対策による衛生面の悪化防止

避難環境の向上

要援護者支援の強化

別紙７　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確
実に確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ
る医療機能の麻痺

被災地における感染症等の大規模発生

劣悪な避難生活環境・トイレ環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪
化・災害関連死の発生
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2

2-5

2-6

2-7

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

災害医療体制の構築・災害医療対応力の強化

交通網の寸断に備えた支援体制の整備

感染症の発生・まん延防止

農業集落排水等の対策による衛生面の悪化防止

避難環境の向上

要援護者支援の強化

別紙７　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確
実に確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ
る医療機能の麻痺

被災地における感染症等の大規模発生

劣悪な避難生活環境・トイレ環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪
化・災害関連死の発生

町道の整備　町道新大屋敷谷地線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道蔭西百姓滝線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道天神小野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道逢坂中央線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道上喜来２号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大床鹿老渡橋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道石堂長谷保線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道下竹天皇線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道鹿老渡木ノ内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道上喜来１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道保久保小谷中線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道天神丸戸線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大畠池尻線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大床奥峠線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道平良石線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道笠仏柳瀬線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道平良石中屋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道東中上地線 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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2

2-5

2-6

2-7

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

災害医療体制の構築・災害医療対応力の強化

交通網の寸断に備えた支援体制の整備

感染症の発生・まん延防止

農業集落排水等の対策による衛生面の悪化防止

避難環境の向上

要援護者支援の強化

別紙７　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確
実に確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ
る医療機能の麻痺

被災地における感染症等の大規模発生

劣悪な避難生活環境・トイレ環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪
化・災害関連死の発生

町道の整備　町道高岩線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道柳木曽上源造線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道赤坂線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道逢坂住宅線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子広谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道引地幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道僧地大泉線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道浦山幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大泉捨子線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道宮内白村幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田東７号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田東８号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田西３号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田西５号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山橘田線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道柴内上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道長木影線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道家賀道上幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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2

2-5

2-6

2-7

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

災害医療体制の構築・災害医療対応力の強化

交通網の寸断に備えた支援体制の整備

感染症の発生・まん延防止

農業集落排水等の対策による衛生面の悪化防止

避難環境の向上

要援護者支援の強化

別紙７　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確
実に確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ
る医療機能の麻痺

被災地における感染症等の大規模発生

劣悪な避難生活環境・トイレ環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪
化・災害関連死の発生

町道の整備　町道友内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道浦山竹屋敷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道貞光西端山線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道皆瀬幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道川見三木枋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田山路線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山馬出線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道江ノ脇３号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道小山北１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西長瀬線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道横野幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西浦２号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道僧地柴内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西長瀬下線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道日浦猿飼線 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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2

2-5

2-6

2-7

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

災害医療体制の構築・災害医療対応力の強化

交通網の寸断に備えた支援体制の整備

感染症の発生・まん延防止

農業集落排水等の対策による衛生面の悪化防止

避難環境の向上

要援護者支援の強化

別紙７　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確
実に確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ
る医療機能の麻痺

被災地における感染症等の大規模発生

劣悪な避難生活環境・トイレ環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪
化・災害関連死の発生

町道の整備　町道家賀下線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道家賀森岡線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道長木広谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子谷2号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田宮内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道奥大野１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道桑平線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道瀬貝杣野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道久薮１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道伊良原１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道明谷１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道出羽１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道出羽平井線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道一宇蔭線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道蔭線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道赤松１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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2

2-5

2-6

2-7

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

災害医療体制の構築・災害医療対応力の強化

交通網の寸断に備えた支援体制の整備

感染症の発生・まん延防止

農業集落排水等の対策による衛生面の悪化防止

避難環境の向上

要援護者支援の強化

別紙７　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確
実に確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ
る医療機能の麻痺

被災地における感染症等の大規模発生

劣悪な避難生活環境・トイレ環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪
化・災害関連死の発生

町道の整備　町道大野１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道明谷２号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中野１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道一宇線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道剪宇１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道久薮上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備 町道木地屋大横線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大野上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道奥大野1号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道木地屋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道実平久保線（実平橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道下竹線（下竹橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道堂平広沢線（堂平広沢線１号橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道平良石線（第１平良石橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道田井木ノ内線（木ノ内橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道出羽１号線（出羽橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

災害用トイレの備蓄 再掲 促進（H30） 促進（R5）

福祉避難所の機能向上 促進（H30） 促進（R5）
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2

2-5

2-6

2-7

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

災害医療体制の構築・災害医療対応力の強化

交通網の寸断に備えた支援体制の整備

感染症の発生・まん延防止

農業集落排水等の対策による衛生面の悪化防止

避難環境の向上

要援護者支援の強化

別紙７　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確
実に確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ
る医療機能の麻痺

被災地における感染症等の大規模発生

劣悪な避難生活環境・トイレ環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪
化・災害関連死の発生

避難所施設の機能向上 再掲 促進（H30） 促進（R5）

下水道ＢＣＰの更新 更新（R4） 必要に応じて更新（R5）
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3

3-1

3-2

①

②

③

④

現況 目標

公共施設の耐震化 促進（H30） 促進（R5）

公共施設の大規模改修 促進（H30） 促進（R5）

避難所施設の機能向上 促進（H30） 促進（R5）

つるぎ町業務継続計画（ＢＣＰ）の更新 促進（H30） 更新予定（R5）

自治体クラウドの推進 促進（H30） 促進（R5）

KPI

指標

対応方策

庁舎等の耐震化等、防災拠点施設の機能強化

行政機関の業務継続計画の策定、広域連携等行政機能維持体制の整備

情報システム等の機能強化、情報の遺失防止対策の推進

エネルギー供給体制等の整備・機能強化

別紙８　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 必要不可欠な行政機能は確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱

行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下や災害対応への習熟度不足による
初動対応の遅れ
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4

4-1

4-2

4-3

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

現況 目標

告知放送システム整備事業 促進（H30） 促進（R5）

防災行政無線デジタル化事業 促進（H30） 促進（R5）

電算室の移転、構築事業 促進（H30） 促進（R5）

避難行動要支援者に対する個別計画の策定 促進（H30） 促進（R5）

情報配信アプリ整備事業 促進（R4） 促進（R5）

指標

KPI

対応方策

関係機関間の情報通信確保対策の推進

放送設備の電力確保対策の促進

放送継続が可能となる体制の整備

情報通信基盤の整備及び利活用の促進

情報伝達体制の強化

中山間地域における不感エリアの解消

臨時情報が発表された場合の情報伝達体制の確立

別紙９　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止

テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

災害時に活用する情報サービスが機能停止し、臨時情報や警報等の収集・伝達ができず、
避難行動や救助・支援が遅れる事態
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5

5-1

5-2

5-3

①

②

③

現況 目標

町内企業に対するＢＣＰ策定の促進 促進（H30） 促進（R5）

KPI

指標

対応方策

ＢＣＰの取組等を促進

ライフライン事業者における対策

金融機関における建物等の耐災害性の向上、ＢＣＰ策定等の促進

別紙１０　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 経済活動を機能不全に陥らせない

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による競争力の低下

エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影響

金融サービス・郵便等の機能停止による住民生活・商取引等への甚大な影響
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5

5-4

5-5

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

現況 目標

物資調達に関する協定の締結 再掲 促進（H30） 促進（R5）

受援計画の策定推進 再掲 策定（R4） 必要に応じて改定（R5）

KPI

指標

対応方策

農林水産業生産基盤等の災害対応力強化

各種ＢＣＰの策定・見直しの促進

農業用水の耐震化等

食料や水等の備蓄の推進

物資調達・供給体制の構築

救援物資等の受援体制の整備

農林水産業の生活基盤等の強化

別紙１１　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 経済活動を機能不全に陥らせない

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

食料等の安定供給の停滞

農業用水の供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響
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6

6-1

6-2

6-3

①

②

③

④

⑤

現況 目標

上水道施設等の老朽化対策 促進（H30） 促進（R5）

下水道施設等の老朽化対策 促進（H30） 促進（R5）

クリーンセンター美馬の改修 促進（H30） 促進（R5）

KPI

指標

対応方策

電力等供給体制の整備

避難所等の電力確保

水道施設の耐震化等

汚水処理施設の耐震化等

被害想定をもとにした防災・減災対策の促進

別紙１２　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるととも
に、早期に復旧させる

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LPガスサプライチェーン等の長
期にわたる機能の停止

上水道等の長期間にわたる供給停止

汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止
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6

6-4

6-5

①

②

③

④

現況 目標

治山事業の促進　上喜来地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　横野地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　柴内地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　長瀬地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　臼木地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　佐古戸地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　高清地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　平良石地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　葛城地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　宮平地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

KPI

指標

対応方策

輸送ルートを確保する土砂災害対策

公共交通機関等の状況把握、復旧体制の整備

早期復旧に向けた取組の推進

防災インフラの土砂災害対策

別紙１３　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標
ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるととも
に、早期に復旧させる

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

交通インフラの長期間にわたる機能停止

防災インフラの長期間にわたる機能不全
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7

7-1

7-2

7-3

7-4

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

消防施設等の整備 再掲 促進（H30） 促進（R5）

消防団員の入団促進 再掲 促進（H30） 促進（R5）

機能別団員制度の導入促進 再掲 促進（H30） 促進（R5）

防災訓練･防災学習等の実施 再掲 促進（H30） 促進（R5）

木造住宅の耐震化 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道白石線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊坊六線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道白石曽我谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道白石日開野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道惣谷井川線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大柱東西線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊長野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道日浦線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道石堂日浦下線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道土々呂万才線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道田井東西線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道野田窪長野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

KPI

指標

対応方策

防火・消火体制の整備

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

緊急輸送道路等の機能確保

ため池対策の推進

土砂災害対策の推進

有害物質等の拡散防止対策

別紙１４　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞等による交通麻痺

ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出による多数の
死傷者の発生

有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃
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7

7-1

7-2

7-3

7-4

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

防火・消火体制の整備

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

緊急輸送道路等の機能確保

ため池対策の推進

土砂災害対策の推進

有害物質等の拡散防止対策

別紙１４　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞等による交通麻痺

ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出による多数の
死傷者の発生

有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃

町道の整備　町道浦山上ノ原線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道小野木ノ内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道東山病院上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道新大屋敷谷地線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道蔭西百姓滝線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道天神小野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道逢坂中央線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道上喜来２号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大床鹿老渡橋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道石堂長谷保線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道下竹天皇線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道鹿老渡木ノ内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道上喜来１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道保久保小谷中線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道天神丸戸線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大畠池尻線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大床奥峠線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道平良石線 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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7

7-1

7-2

7-3

7-4

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

防火・消火体制の整備

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

緊急輸送道路等の機能確保

ため池対策の推進

土砂災害対策の推進

有害物質等の拡散防止対策

別紙１４　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞等による交通麻痺

ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出による多数の
死傷者の発生

有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃

町道の整備　町道笠仏柳瀬線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道平良石中屋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道東中上地線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道高岩線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道柳木曽上源造線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道赤坂線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道逢坂住宅線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子広谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道引地幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道僧地大泉線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道浦山幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大泉捨子線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道宮内白村幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田東７号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田東８号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田西３号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田西５号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山橘田線 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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7

7-1

7-2

7-3

7-4

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

防火・消火体制の整備

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

緊急輸送道路等の機能確保

ため池対策の推進

土砂災害対策の推進

有害物質等の拡散防止対策

別紙１４　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞等による交通麻痺

ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出による多数の
死傷者の発生

有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃

町道の整備　町道柴内上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道長木影線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道家賀道上幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道友内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道浦山竹屋敷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道貞光西端山線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道皆瀬幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道川見三木枋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田山路線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山馬出線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道江ノ脇３号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道小山北１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西長瀬線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道横野幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西浦２号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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7

7-1

7-2

7-3

7-4

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

防火・消火体制の整備

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

緊急輸送道路等の機能確保

ため池対策の推進

土砂災害対策の推進

有害物質等の拡散防止対策

別紙１４　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞等による交通麻痺

ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出による多数の
死傷者の発生

有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃

町道の整備　町道僧地柴内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西長瀬下線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道日浦猿飼線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道家賀下線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道家賀森岡線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道長木広谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子谷2号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田宮内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道奥大野１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道桑平線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道瀬貝杣野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道久薮１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道伊良原１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道明谷１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道出羽１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道出羽平井線 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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7

7-1

7-2

7-3

7-4

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

防火・消火体制の整備

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

緊急輸送道路等の機能確保

ため池対策の推進

土砂災害対策の推進

有害物質等の拡散防止対策

別紙１４　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞等による交通麻痺

ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出による多数の
死傷者の発生

有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃

町道の整備　町道一宇蔭線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道蔭線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道赤松１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大野１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道明谷２号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中野１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道一宇線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道剪宇１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道久薮上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道木地屋大横線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大野上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道奥大野1号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道木地屋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道実平久保線（実平橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道下竹線（下竹橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道堂平広沢線（堂平広沢線１号橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道平良石線（第１平良石橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道田井木ノ内線（木ノ内橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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7

7-1

7-2

7-3

7-4

①

②

③

④

⑤

⑥

現況 目標

KPI

指標

対応方策

防火・消火体制の整備

住宅・建築物の耐震化等や防火用設備の整備

緊急輸送道路等の機能確保

ため池対策の推進

土砂災害対策の推進

有害物質等の拡散防止対策

別紙１４　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞等による交通麻痺

ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出による多数の
死傷者の発生

有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃

橋梁の修繕　町道出羽１号線（出羽橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化 再掲 促進（H30） 促進（R5）

緊急輸送道路等における橋梁の耐震改修 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　上喜来地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　横野地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　柴内地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　長瀬地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　臼木地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　佐古戸地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　高清地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　平良石地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　葛城地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）

治山事業の促進　宮平地区 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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7

7-5

①

②

③

現況 目標

林道の整備　林道葛城線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道友内線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道猿飼線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道長瀬線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道家賀道下線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道定山線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道剪宇大野線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道白井線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道太合実平線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道実平支線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　県営林道赤帽子線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

林道の整備　林道大惣線（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

森林境界の明確化（再掲） 促進（H30） 促進（R5）

指標

別紙１５　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

農地・森林等の被害による町土の荒廃

KPI

対応方策

森林の適正管理と保全の推進

県産材の利用促進等

農地･農業水利施設等の保全
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8

8-1

8-3

8-4

①

②

③

④

現況 目標

市町村職員の災害廃棄物への対応能力向上訓練 促進（H30） 促進（R5）

公共施設の大規模改修 再掲 促進（H30） 促進（R5）

文化財防火訓練 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道白石線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊坊六線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道白石曽我谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道白石日開野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道惣谷井川線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大柱東西線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊長野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道日浦線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道石堂日浦下線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中熊線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道土々呂万才線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道田井東西線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道野田窪長野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道浦山上ノ原線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道小野木ノ内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

KPI

指標

対応方策

災害廃棄物等の処理

公共施設等の老朽化対策の促進

貴重な文化財の保護

緊急輸送道路等の整備促進

別紙１６　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

貴重な文化財や環境的資産の喪失、有形・無形の文化の衰退・損失

基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態
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8

8-1

8-3

8-4

①

②

③

④

現況 目標

KPI

指標

対応方策

災害廃棄物等の処理

公共施設等の老朽化対策の促進

貴重な文化財の保護

緊急輸送道路等の整備促進

別紙１６　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

貴重な文化財や環境的資産の喪失、有形・無形の文化の衰退・損失

基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

町道の整備　町道東山病院上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道新大屋敷谷地線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道蔭西百姓滝線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道天神小野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道逢坂中央線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道上喜来２号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大床鹿老渡橋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道石堂長谷保線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道下竹天皇線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道鹿老渡木ノ内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道上喜来１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道保久保小谷中線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道天神丸戸線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大畠池尻線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大床奥峠線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道平良石線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道笠仏柳瀬線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道平良石中屋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

98



8

8-1

8-3

8-4

①

②

③

④

現況 目標

KPI

指標

対応方策

災害廃棄物等の処理

公共施設等の老朽化対策の促進

貴重な文化財の保護

緊急輸送道路等の整備促進

別紙１６　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

貴重な文化財や環境的資産の喪失、有形・無形の文化の衰退・損失

基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

町道の整備　町道東中上地線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道高岩線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道柳木曽上源造線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道赤坂線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道逢坂住宅線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子広谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道引地幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道僧地大泉線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道浦山幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大泉捨子線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道宮内白村幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田東７号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田東８号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田西３号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田西５号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山橘田線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道柴内上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道長木影線 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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8

8-1

8-3

8-4

①

②

③

④

現況 目標

KPI

指標

対応方策

災害廃棄物等の処理

公共施設等の老朽化対策の促進

貴重な文化財の保護

緊急輸送道路等の整備促進

別紙１６　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

貴重な文化財や環境的資産の喪失、有形・無形の文化の衰退・損失

基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

町道の整備　町道家賀道上幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道友内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道浦山竹屋敷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道貞光西端山線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道皆瀬幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道川見三木枋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田山路線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山馬出線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道江ノ脇３号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道小山北１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西長瀬線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道横野幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西山幹線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西浦２号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道僧地柴内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道西長瀬下線 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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8

8-1

8-3

8-4

①

②

③

④

現況 目標

KPI

指標

対応方策

災害廃棄物等の処理

公共施設等の老朽化対策の促進

貴重な文化財の保護

緊急輸送道路等の整備促進

別紙１６　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

貴重な文化財や環境的資産の喪失、有形・無形の文化の衰退・損失

基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

町道の整備　町道日浦猿飼線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道家賀下線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道家賀森岡線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道長木広谷線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子谷2号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道捨子上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道太田宮内線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道奥大野１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道桑平線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道瀬貝杣野線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道久薮１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道伊良原１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道明谷１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道出羽１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道出羽平井線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道一宇蔭線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道蔭線 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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8

8-1

8-3

8-4

①

②

③

④

現況 目標

KPI

指標

対応方策

災害廃棄物等の処理

公共施設等の老朽化対策の促進

貴重な文化財の保護

緊急輸送道路等の整備促進

別紙１６　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

貴重な文化財や環境的資産の喪失、有形・無形の文化の衰退・損失

基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

町道の整備　町道赤松１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大野１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道明谷２号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道中野１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道一宇線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道剪宇１号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道久薮上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道木地屋大横線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道大野上線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道奥大野1号線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

町道の整備　町道木地屋線 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道実平久保線（実平橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道下竹線（下竹橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道堂平広沢線（堂平広沢線１号橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道平良石線（第１平良石橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道田井木ノ内線（木ノ内橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）

橋梁の修繕　町道出羽１号線（出羽橋） 再掲 促進（H30） 促進（R5）
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8

8-5

①

②

③

現況 目標

地籍調査の推進 促進（H30） 促進（R5）

住家被害認定調査員の確保 促進（H30） 促進（R5）

被災建築物応急危険度判定士の確保 促進（H30） 促進（R5）

被災宅地危険度判定士の確保 促進（H30） 促進（R5）

応急仮設住宅供給のための用地確保 促進（H30） 促進（R5）

KPI

指標

対応方策

地籍調査の推進

被災した宅地・建物の調査を行える人材の確保

応急仮設住宅用地の確保

別紙１７　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態
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8

8-2

8-6

①

②

③

④

⑤

現況 目標

地域防災計画の改定 改定（R2） 必要に応じて改定（R5）

KPI

指標

対応方策

被災者生活再建支援制度の充実

事前復興計画の策定促進

地域防災計画の修正

地場産業を構成する事業者等のＢＣＰ策定の促進

建設産業の担い手確保・育成

別紙１８　重要業績指標（ＫＰＩ）

事前に備えるべき目標 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

プログラムにより回避すべき起きてはならない最悪の事態

地域コミュニティの崩壊、復興を支える人材等の不足、より良い復興に向けたビジョンの
欠如等により復興できなくなる事態

速やかな復興に資する業務継続計画等の欠如による地域経済への甚大な影響

104


